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建設事業主等に対する助成金
（旧建設労働者確保育成助成金）のご案内（建設事業主向け）
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助成金・コース 概要
助成額

※＜ ＞内は生産性要件（５ページ参照）を満たした場合
の助成額（１００円未満切り捨て）

頁

トライアル雇用助成金

１．若年・女性
建設労働者トラ
イアルコース

若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等として
一定期間試行雇用し、トライアル雇用助成金（一般トライ
アルコース又は障害者トライアルコース）の支給を受けた
中小建設事業主に対して助成

１人あたり月額最大４万円（最長３か月間）

6

人材確保等支援助成金

１．雇用管理制
度助成コース
（建設分野）

【整備助成】人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成
コース）の支給を受けた上で本助成コースが定める若年
者及び女性の入職率に係る目標を達成した中小建設事
業主に対して助成

【整備助成】
第１回：57万円＜72万円＞
第２回：85.5万円＜108万円＞ 8

【登録基幹技能者の処遇向上支援助成】雇用する登録基
幹技能者の賃金テーブル又は資格手当を増額改定した
中小建設事業主に対して助成

【登録基幹技能者の処遇向上支援助成】
１人あたり年額6.65万円＜8.4万円＞（最長３年間） 12

２．若年者及び
女性に魅力ある
職場づくり事業
コース（建設分
野）

【事業主経費助成】若年および女性労働者の入職や定着
を図ることを目的とした事業を行った建設事業主に対して
助成

【事業主経費助成】
（中小建設事業主）
支給対象経費の３／５＜３／４＞
（中小建設事業主以外の建設事業主）
支給対象経費の９／２０＜３／５＞
※雇用管理研修等を受講させた場合、１人あたり
日額7,600円＜9,600円＞加算(最長6日間)

16

３．作業員宿舎
等設置助成
コース（建設分
野）

【作業員宿舎等設置助成】被災三県に所在する作業員宿
舎、作業員施設、賃貸住宅を賃借した中小建設事業主

【作業員宿舎等設置助成】
支給対象経費の２／３ 22

【女性専用作業員施設設置経費助成】自ら施工管理する
建設工事現場に女性専用作業員施設を賃借した中小元
方建設事業主に対して助成

【女性専用作業員施設設置経費助成】
支給対象経費の３／５＜３／４＞ 28

人材開発支援助成金

１．建設労働者
認定訓練コース

【経費助成】職業能力開発促進法による認定訓練を行っ
た中小建設事業主（※１）
（※１）広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓
練助成事業費補助金の交付を受けた中小建設事業
主に限る

【経費助成】

広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓練
助成事業費補助金における補助対象経費の１／６ 31

【賃金助成】雇用する建設労働者に有給で認定訓練を受
講させた中小建設事業主（※２）に対して助成
（※２）人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コー
ス、特別育成訓練コースのいずれかのコース）の支給を
受けた中小建設事業主に限る

【賃金助成】
１人あたり日額4,750円＜6,000円＞
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２．建設労働者
技能実習コース

【経費助成／賃金助成】

雇用する建設労働者に有給で技能実習を受講させた建
設事業主に対して助成

【経費助成】
（20人以下の中小建設事業主）
支給対象費用の３／４＜９／１０＞（※１）
（21人以上の中小建設事業主） （※２）
３５歳未満 支給対象費用の７／１０＜１７／２０＞
３５歳以上 支給対象費用の９／２０＜３／５＞
（中小建設事業主以外の建設事業主）
支給対象費用の３／５＜３／４＞（※３）
（※１） 被災三県については１０／１０
（※２） 被災三県については４／５
（※３） 女性の建設労働者に技能実習を受講させた

場合に限る

【賃金助成】（一の技能実習につき最長20日間）
（20人以下の中小建設事業主）
１人あたり日額7,600円＜9,600円＞
（21人以上の中小建設事業主）
１人あたり日額6,650円＜8,400円＞
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建設事業主向け助成コース・助成額一覧（平成30年度）建設事業主向け助成コース・助成額一覧（平成30年度）



※1 平成30年4月1日以降に開始するトライアル雇用から適用されます。
※2 平成30年4月2日以降に提出する計画届に係る事業から適用されます。ただし、計画届の提出が不要なコース（雇用管理制度助成コース

（建設分野）<1>、建設労働者認定訓練コース<2>）については、支給要件となっている助成金（人材開発支援助成金・人材確保等支援
助成金）に係る計画届を平成30年4月2日以降に提出された場合に適用されます。

※3 広域団体認定訓練助成金の支給または認定訓練助成事業費補助金の交付を受けた中小建設事業主または中小建設事業主団体に限ります。
※4 人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練コースのいずれかのコース）の支給を受けた中小建設事業主に限

ります。

旧建設労働者確保育成助成金からの変更点
～助成コースの整理について～

平成３０年４月１日から、 「建設労働者確保育成助成金」の各コースについては、下記のとおり、
助成目的別にトライアル雇用助成金、人材確保等支援助成金及び人材開発支援助成金（以下、「建設
事業主等に対する助成金」という。）に統合します。

【平成29年度】 【整理統合後(平成30年度)】

建設労働者確保育成
助成金 トライアル雇用助成金

①若年・女性労働者
向けトライアル雇用
助成コース

①若年・女性建設労
働者トライアルコー
ス

若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等として一定期間試
行雇用し、トライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者
トライアルコース）の支給を受けた中小建設事業主に対して助成（※
１）

②雇用管理制度助成
コース

人材確保等支援助成金

①雇用管理制度助成
コース（建設分野）

<1>人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）の支給を受け
た上で本助成コースが定める若年者及び女性の入職率に係る目標を
達成した中小建設事業主（※２）、
<2>雇用する登録基幹技能者の賃金テーブル又は資格手当を増額改定
した中小建設事業主（※２）
に対して助成

③登録基幹技能者の
処遇向上支援助成
コース

④若年者及び女性に
魅力ある職場づくり
事業コース

②若年者及び女性に
魅力ある職場づくり
事業コース（建設分
野）

<1>若年及び女性労働者の入職や定着を図ることを目的とした事業を
行った建設事業主または建設事業主団体（※２）、
<2>建設工事における作業についての訓練を推進する活動を行った広
域的職業訓練を実施する職業訓練法人（※２）
に対して助成

⑤建設広域教育訓練
コース（うち推進活
動経費助成）

⑤建設広域教育訓練
コース（うち施設設
置等経費助成）

③作業員宿舎等設置
助成コース（建設分
野）

<1>被災三県に所在する作業員宿舎、作業員施設、賃貸住宅を賃借し
た中小建設事業主（※２）、
<2>自ら施工管理する建設工事現場に女性専用作業員施設を賃借した
中小元方建設事業主（※２）、
<3>認定訓練の実施に必要な施設や設備の設置又は整備を行った広域
的職業訓練を実施する職業訓練法人（※２）
に対して助成

⑥作業員宿舎等設置
助成コース

人材開発支援助成金

①建設労働者認定訓
練コース

<1>職業能力開発促進法による認定訓練を行った中小建設事業主また
は中小建設事業主団体（※２、※３）、
<2>雇用する建設労働者に有給で認定訓練を受講させた中小建設事業
主（※２、※４）
に対して助成

⑦女性専用作業員施
設設置助成コース

⑧認定訓練コース
②建設労働者技能実
習コース

雇用する建設労働者に有給で技能実習を受講させた建設事業主また
は建設事業主団体に対して助成（※２）

⑨技能実習コース

建設事業主等に対する助成金



助成金の利用に当たってのご注意
（１）申請期限の厳守

提出期限までに申請がない場合、助成金は受給できません。（提出期限・記入方法などに
ついては、最寄りの都道府県労働局又はハローワーク（公共職業安定所）に御相談くださ
い。）

（２）現地確認などについて
支給要件の確認のため、費用負担、賃金の支払い、訓練などの実施状況、建設労働者の雇

用状況などについて、現地での確認や聞き取りを行ったり、報告や書類の提出を求めること
があります。

これらの確認などに御協力いただけない場合、また支給要件に照らして申請書や添付書類
などの内容に疑義がある場合には、助成金を受給できないことがありますので、あらかじめ
御了承ください。

（３）助成金の返還について
詐欺、脅迫、贈賄など刑法に抵触する行為を含むことはもちろん、刑法上犯罪を構成する

に至らない場合でも、故意に助成金の計画届や支給申請書に虚偽の記載を行い、又は偽りの
証明を行うことにより、本来受けることができない助成金の支給を受け、又は受けようとし
た場合（以下「不正受給」という）、若しくは本来支給される額を超えて助成金の支給を受
けた場合は、支給した助成金の全部又は一部を返還していただきます。

また、不正受給を行った場合は、

○ 不支給決定又は支給決定の取消

○ 不支給決定又は支給決定の取消しを受けた日から３年間は各種助成金を受給できなく
なります。特に悪質な場合は、詐欺罪として刑罰に処せられることがあります。

また、他の助成金でも不正受給が確認された場合も支給決定は行われません。

○ 返還に関しては、受給した日の翌日から返還が終了する日までの間、延滞金（法定利
息）が加算されます。

（４）書類の整理保管
助成金の支給に関して提出した書類（訓練などの実施に要する費用、賃金の支出に関する

証拠書類など）は、この助成金に関する支給（不支給）決定日から起算して５年間保存して
ください。

助成金の不支給要件
次のいずれかに該当する事業主等は助成金を支給できません。
１ 偽りその他不正の行為により、雇用保険法第62条及び第63条並びに雇用保険法施行規則に基づく

助成金の支給を受け、又は受けようとしたことにより、支給申請日又は支給決定日の時点で不支給措
置がとられている事業主等

２ 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度の労働保険料を納入していない事業
主等

３ 支給申請日の前日から起算して１年前の日から支給申請日の前日までの間に労働関係法令の違反を
行った事業主等

４ 風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業
並びに接客業務受託営業を行っている事業主等

５ 暴力団関係事業所の事業主等
６ 事業主又は事業主の役員等が、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行った又は

行う恐れがある団体に属している場合
７ 支給申請日又は支給決定日の時点で倒産している事業主等
８ 助成金の不正受給が発覚した場合の公表について同意していない事業主等
☆ その他の支給要件については、各コースのページをご覧ください。また、事前に最寄りの都道府県労
働局又はハローワークに御相談のうえ、助成金の利用計画を進めるようにしてください。3



※２ 平成30年度における雇用保険料率は「一般の事業」が9/1,000であり、「農林水産業、清酒製造業」
が11/1,000 です。

パンフレットの用語について

「建設事業主団体」 建設事業主の団体又はその連合団体であって、構成員のうちに占める建設事業主の割合
が50％以上かつ構成員である建設事業主に占める雇用保険の保険関係が成立している
事業に関する建設事業主の割合が50％以上であって、財務及び活動等の状況からみて、
事業を的確に遂行することができると認められる団体をいいます。

「建設事業主」
建設労働者を雇用して建設事業を行う者であり、「Ａの建設事業主」又は「Ｂの建設事業
主」のいずれかを指します。
※建設労働者を雇用しないで自ら建設業を行ういわゆる「一人親方」及び「同居の親族の
みを使用して建設事業を行っている事業主」は、建設事業主にはあたりません。

「Ａの建設事業主」･･･「建設の事業」 の雇用保険料率※１の適用を受ける建設事業主

「 Ａ の 事 業 所 」 ･ ･ ･
雇用保険の適用上１つの事業所として認められている「建設の事
業」 の雇用保険料率の適用を受ける事業所

「Ｂの建設事業主」･･･「一般の事業」又は「農林水産業、清酒製造業」の雇用保険料率
※２の適用を受ける建設業の許可※３を有する建設事業主

「 Ｂ の 事 業 所 」 ･ ･ ･雇用保険の適用上１つの事業所として認められている「一般の事
業」又は「農林水産業、清酒製造業」の雇用保険料率※２の適用を
受ける事業所

「中小建設事業主団体」 建設事業主団体であって、その構成員である建設事業主のうちに占める中小建設事
業主の割合が３分の２以上の団体をいいます。

※３ 建設業法における建設業の許可区分は以下のとおりです。

資本金の額若しくは出資の総額が３億円以下、又は常時雇用する労働者数が300人以下
の建設事業主をいいます。

「中小建設事業主」

※１ 「土木、建築その他工作物の建設、改造、保存、修理、変更、破壊若しくは解体又はその準備の事業」
として、雇用保険料率12/1,000（平成３０年度）の適用を受ける事業主

土木一式工
事

とび・土
工・コン
クリート
工事

タイル・れ
んが・ブ
ロック工事

しゅんせつ
工事

機械器具設置
工事

建築一式工
事

電気通信工事

熱絶縁工
事

石工事 管工事 舗装工事 防水工事 建具工事 水道施設工事

大工工事 屋根工事 鋼構造物工事 板金工事 内装仕上工事 造園工事 消防施設工事

左官工事 電気工事 鉄筋工事 ガラス工事 塗装工事 さく井工事 清掃施設工事 解体工事

4

賃金の支払いについて

事業主が労働者に本助成金の対象となる訓練等を受講させるためには、事業主から労働者に対し、
訓練等の受講にかかる業務命令が行われることとなります。

業務命令により労働者に訓練等を受講させることは、労働者を労働に従事させたこととなり、労働
の対価として賃金の支払いが必要となります。本助成金の申請にあたり、賃金台帳等により賃金の支
払いが確認できない場合は助成を行うことができませんので御注意ください。

「雇用管理責任者」 「建設労働者の雇用の改善等に関する法律」により、建設事業主は労働者の雇入れ及び配
置、技能の向上、職業生活上の環境の整備に関することを管理させるために、建設事業を行
う事業所ごとに雇用管理責任者を選任することが義務とされています。

また、事業主は雇用管理責任者の氏名を掲示する等により労働者に周知するとともに、雇
用管理責任者に対し、必要な研修を受けさせるなど、これらの管理のための知識の習得・向
上を図るように努めなければならないとされています。

厚生労働省では毎年委託事業として、雇用管理責任者に向けた「雇用管理研修」を実施し
ています（参加無料）。詳細についてはhttp://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/koyou_roudou/koyou/kensetsu-kouwan/index.htmlをご覧ください。



生産性要件について

5

企業における生産性向上の取組みを支援するため、生産性を向上させた建設事業主に対して
は人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成）／（登録基幹技
能者の処遇向上支援助成）、若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）
（事業主経費助成）、作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性専用作業員施設設置経
費助成））、人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（賃金助成）、建設労働者技能
実習コース（経費助成）／（賃金助成））の助成額を増額します。

（１）具体的には、申請する企業が次の方法で計算した「生産性要件」を満たしている場合に
助成額を増額加算します。

（２）助成金の支給申請を行う直近の会計年度における「生産性」が、以下のいずれかに該当
すること。

① 助成金の支給申請等を行う直近の会計年度における「生産性」が、その３年前に比べ
て６％以上伸びていること。

② 助成金の支給申請等を行う直近の会計年度における「生産性」が、その３年度前に比
べて１％以上（６％未満）伸びていること（※１）

（３）「生産性」は次の計算式によって計算します。

※１ この場合、金融機関から一定の「事業性評価」を得ていること
※２「生産性」の計算においては、「短期雇用特例被保険者」及び「日雇労働被保険

者」を除きます。

○ なお、「生産性要件」の算定の対象となった期間中（助成金の支給申請等を行う直近の会
計年度からその３年前の会計年度の間）に、事業主都合による離職者を発生させていないこ
とが必要です。

営業利益＋人件費＋減価償却費＋動産・不動産賃貸料＋租税公課

雇用保険被保険者数（※２）
生産性＝

○ 生産性要件を算定するための「生産性要件算定シート」を厚生労働省のホームページに掲
載しています。これをダウンロードし、該当する勘定科目の額を損益計算書や総勘定元帳の
各項目から転記することにより生産性を算定できます。

ダウンロードはこちらから↓
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000137393.html

○ なお、生産性要件を満たした建設事業主が増額された助成額での支給申請を行う場合は、
「生産性要件算定シート」および各勘定科目の額の証拠書類（「損益計算書」、「総勘定元
帳」などの提出が必要となります。

○ 助成額の増額を受けない場合、「生産性要件算定シート」および各勘定科目の額の証拠書
類の提出は必要ありません。

生産性要件の算定について



若年・女性建設労働者トライアルコース

２．受給できる中小建設事業主

次の要件のいずれにも該当するＡの中小建設事業主

・雇用保険の適用事業主であること
・雇用保険法施行規則によるトライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者トライアル
コース（週20時間未満の短時間労働者は除く））の支給決定を受けたこと

・雇用管理責任者を選任していること

３．算定の対象となる建設労働者

トライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者トライアルコース（週20時間未満の短時
間労働者は除く））の対象となった者のうち次の要件のいずれも満たす者

・トライアル雇用の開始日時点で35歳未満の者又は女性
・主として建設工事現場での現場作業（左官、大工、鉄筋工、配管工など）に従事する者又は施工

管理を行う者（設計、測量、経理、営業などに従事する者は対象となりません）
※「主として」とは実労働時間の半分を超える時間を従事することをいいます。
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１．若年・女性建設労働者トライアルコースの概要

・建設業務の経験の不足などから就職に不安のある若年者（３５歳未満）や女性を対象として、一定期
間試行雇用を行うことで、若年及び女性労働者の入職促進に取り組む中小建設事業主に対して助成す
るものです。

・トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）の利用にあたっては、トライアル
雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者トライアルコース（週20時間未満の短時間労働者は
除く））の支給決定を受けたことが要件となります。

算定の対象となる建設労働者１人につき、月額４万円です（１人につき最長３か月まで）。
ただし、次のイまたはロの場合、その月分の月額は、それぞれに示す期間中に実際に就労した日数
に基づいてハによって計算した額となります。
イ 次の（１）又は（２）のいずれかの場合であって、支給対象期間が１か月に満たない月がある

場合
（１）支給対象者が支給対象期間の途中で離職（次のa～dのいずれかの理由による離職に限る）し

た場合は離職日の属する月の初日から当該離職日までの期間中に実際に就労した日数
a 本人の責めに帰すべき理由による解雇
b 本人の都合による退職
c 本人の死亡
d 天災その他のやむを得ない理由により、事業の継続が不可能になったことによる解雇

（２）トライアル雇用の支給対象期間の途中で常用雇用へ移行した場合は、常用雇用への移行日の
前日の属する月の初日から当該移行日の前日までの期間中に実際に就労した日数

ロ 支給対象者本人の都合による休暇またはトライアル雇用事業主の都合による休業があった場合
その１か月間に実際に就労した日数（ただし年次有給休暇等法令により事業主が労働者に対し付
与を義務付けられている休暇は就労した日数とみなす）

ハ 支給対象期間中のある月において、支給対象者が就労を予定していた日数に対する実際に就労
した日数の割合（Ａ）（※）が次の表の左欄の場合、当該月の月額は右欄になります。
※Ａは次のとおり算出してください。

４．助成額

支給対象者が１か月間に実際に
就労した日数

支給対象者が当該１か月間に
就労を予定していた日数

Ａ＝

トライアル雇用助成金



トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアル雇用助成コース）の支給を受けようとする
中小建設事業主は、雇用保険適用事業所ごとに、トライアル雇用終了日（精神障害者をトライアル雇用
する場合は、トライアル雇用を実施してから６か月経過後又はトライアル雇用終了後のいずれか早い
日）の翌日から起算して原則２か月以内に、事業所を管轄する労働局（都道府県労働局によってはハ
ローワークでも受け付ける場合もあります。）に提出してください。

６．手続き

中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

①トライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者
トライアルコース）の支給申請
トライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書(共通様

式第２号)及び添付書類

②トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアル
コース）の支給申請
トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）支給申
請書（建ト様式第１号）及び添付書類

③トライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者ト
ライアルコース）の支給決定（又は不支給決定）

④トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアル
コース）の支給決定（又は不支給決定）※

５．提出書類
45ページをご覧ください。
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※ 支給決定には③においてトライアル雇用助成金（一般トライアルコース又は障害者トライアル
コース）の支給決定を受けていることが必要です。

割合 月額

７５％≦Ａ ４万円

５０％≦Ａ＜７５％ ３万円

２５％≦Ａ＜５０％ ２万円

０％＜Ａ＜２５％ １万円

Ａ＝０％ 不支給



雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成）

１. 雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成）の概要

・雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メンター制度）の導入による職場の
雇用管理改善を通じて、従業員の離職率の低下及び若年及び女性労働者の入職促進に取り組む中小建
設事業主に対して助成するものです。

・人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成））の利用にあたっては、
人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）の目標達成助成の支給決定を受けたことが要件と
なります。

２. 助成制度活用の流れ

人材確保等支援助成金（雇用管理
制度助成コース）の支給決定

① 雇用管理制度整備計画の作成・提出

② 認定を受けた雇用管理制度整備計画に

基づく雇用管理制度の導入

③ 雇用管理制度の実施
②で導入した雇用管理制度を計画どおりに実施

④ 目標達成助成(離職率低下)の支給申請

（算定期間(計画期間終了後12か月間)終了後

2か月以内）

人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）

⑤ 入職率目標達成助成(第１回)の支給申請

（算定期間（第１回）※終了後２か月以内）
※算定期間（第１回）は人材確保等支援助成金（雇用管理制

度助成コース）の算定期間と同一期間。

⑥ 入職率目標達成助成(第２回)の支給申請
（算定期間(第２回) ※終了後２か月以内）

※算定期間（第２回）は算定期間（第１回)の終了後24か月間。

人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野））

(注) ⑤の支給申請は、④の目
標達成助成の支給決定を
待つことなく期限内に都
道府県労働局へ提出して
ください。
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人材確保等支援助成金



9

次の要件のすべてに該当する中小建設事業主

・Ａの中小建設事業主（企業単位）であること
・雇用管理責任者を選任し、選任した者の氏名を周知していること
・雇用管理制度整備期間の末日の翌日から本助成金（入職率目標達成助成（第１回／第２回））に係

る支給申請書の提出日までの間に、倒産や解雇などの離職理由（※）により離職した者の数が、評
価時離職率算定期間の初日における被保険者数の６％を超えていないこと（特定受給資格者となる
離職理由の被保険者が３人以下の場合を除く）
※雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Aまたは３Aに該当する離職理由（事業主都合解雇、
勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅低下等による正当理由自己都合離職）をいいます。

・人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）の目標達成助成の支給決定を受けた建設事業主
であって、次の「５」に定める若年労働者の入職目標を達成した事業主であること

４. 受給できる建設事業主

制度の区分 支給対象となる雇用管理制度（新たに導入するものに限る）

①評価･処遇制度 ○評価・処遇制度
○昇進・昇格基準
○賃金制度（退職金制度・賞与を含む）
○各手当制度（通勤手当・住居手当・転居手当（異動手当）・家族手当・単身赴任手

当・役職手当（管理職手当）・資格手当・海外赴任手当・地域手当・出張手当・その
他通常の労働者の評価処遇制度に係る諸手当制度として適当であると認められるも
の）

②研修制度 新入社員研修、管理職研修、幹部職員研修、新任担当者研修、マーケティング技能研修、
特殊技能研修 等

③健康づくり制度 人間ドック、生活習慣病予防検診、腰痛健康診断

④メンター制度 通常の労働者に対するキャリア形成上の課題及び職場における問題の解決を支援するた
めのメンタリングの措置であって、会社や配属部署における直属上司とは別に、指導・
相談役となる先輩（メンター）が後輩（メンティ）をサポートする制度

３. 助成対象となる雇用管理制度

人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）の助成対象である雇用管理制度が対象となります。
人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）の詳細な要件・手続については、同コースのパンフレッ
トを参照してください.
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/teityaku_kobetsu.html

５ 助成の対象となる入職目標の要件

イ 入職率目標達成助成（第１回）
次の（１）及び（２）いずれにも該当していること
（１）人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）における雇用管理制度整備計画期間の

末日の翌日から１２か月を経過するまでの期間（評価時入職率等算定期間（第１回））に
おける若年及び女性入職被保険者の入職率（※）が「５.５％以上」であること。

（２）評価時入職率等算定期間（第１回）における若年及び女性入職被保険者の人数が、人材確
保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）における雇用管理制度整備計画認定申請日の
１年前の日の属する月の初日から起算して、認定申請日の属する月の前月末までの期間
（計画時算定期間）の人数を超えていること。

各期間に雇い入れた若年及び
女性入職被保険者の人数

各期間の初日における
雇用保険一般被保険者数

入職率（％）＝ ×１００

※ 若年及び女性入職被保険者とは、入職時の年齢が35歳未満又は女性の雇用保険一般被保険者
であって、次のいずれの項目にも該当する者とします。
・新規雇用者であること（日雇からの切り替えや出向元への復帰等は含まない）
・正規雇用であること（パートタイム、有期契約労働者、季節的雇用、日雇等は含まない）
また、入職率は次のとおり算出してください。
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各期間における離職による雇用
保険一般被保険者資格喪失者数

各期間の初日における
雇用保険一般被保険者数

離職率（％）＝ ×１００

ロ 入職率目標達成助成（第２回）
次の（１）～（４）いずれにも該当していること
（１）入職率目標達成助成（第１回）の支給決定を受けたこと。
（２）評価時入職率等算定期間（第１回）の翌日から２４か月を経過するまでの期間（評価時入

職率等算定期間（第２回））における若年及び女性入職被保険者の入職率（※）の年平均
（小数点第2位を四捨五入）が「５.５％以上」であること

（３）評価時入職率等算定期間（第２回）における若年及び女性入職被保険者の人数が、 計画
時算定期間の人数を超えていること。

（４）評価時入職率等算定期間（第２回）における離職率が、職場定着支援助成金における離職
率を下回っていること。
ただし、評価時入職率等算定期間（第２回）の初日時点の人数規模区分が、評価時入職率

等算定期間（第１回）の初日時点の人数規模区分と異なる場合は、評価時入職率等算定期
間（第２回）の初日時点の人数規模区分における低下させる離職率ポイント（目標値）を
適用する。

※離職率は次のとおり算出してください。

事業所における評価
時入職率等算定期間
（第２回）の初日時
点の雇用保険一般被
保険者の人数規模区
分

１～９人
１０～
２９人

３０～
９９人

１００～
２９９人

３００人
以上

低下させる離職率ポ
イント（目標値）

１５％
ポイント

１０％
ポイント

７％
ポイント

５％
ポイント

３％
ポイント

なお、［計画時算定期間における離職率－目標値］の値が０％を下回る場合は、評価時算定期間（第
２回）における離職率を０％とすることを目標とします。

（例）対象事業所における雇用保険一般被保険者の人数規模が３０人の場合
・計画時算定期間における離職率15％ 評価時算定期間（第２回）における離職率８％以下
・計画時算定期間における離職率 ５％ 評価時算定期間（第２回）における離職率０％以下

6. 助成額

イ 入職率目標達成助成（第１回）
５７万円＜７２万円＞

ロ 入職率目標達成助成（第２回）
８５．５万円＜１０８万円＞

※＜＞内は生産性要件（５ページをご覧ください）を満たした場合の支給額です。
※人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース）において１つの雇用管理制度整備計画によ

り複数の制度を導入した場合も、 支給額は同額です。
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人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成））の支給を受けよ
うとする中小建設事業主は、評価時入職率等算定期間（第１回／第２回）の末日の翌日から起算し
て原則２か月以内に、必要書類一式を主たる事業所の所在地を管轄する管轄都道府県労働局（都道
府県労働局によってはハローワークでも受け付ける場合もあります。）に提出してください。

建
設
事
業
主

①支給申請（入職率目標達成助成（第１回））
人材確保等支援助成金〔雇用管理制度助成コース（建設分野）（入職率目

標達成助成（第１回））〕支給申請書（建雇様式第６号）及び添付書類

②支給決定（又は不支給決定）

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

７. 支給申請の手続き

45ページ（各コース共通提出書類）及び46ページをご覧ください。

８．提出書類

③支給申請（入職率目標達成助成（第２回））（※）
人材確保等支援助成金〔雇用管理制度助成コース（建設分野）（入職率目

標達成助成（第２回））〕支給申請書（建雇様式第６号の２）及び添付書類

④支給決定（又は不支給決定）

【支給申請期間のイメージ図】

雇用管理制度整備計画期間をH3１.2.1～H3２.1.31とし、雇用管理制度整備計画認定申請

をH３０.12.1に行う場合

※入職率目標達成助成（第１回）の支給決定（②）を受けていることが必要です。

［H33.2.1～35.1.31］
評価時入職率等算定期間

（第2回）

24か月間

［H32.2.1～33.1.31］
評価時入職率等算定期間

（第１回）

雇用管理制度整備計画期間
（制度の整備・実施）
［H31.2.1～H32.1.31］
（人材確保等支援助成金（雇
用管理制度助成コース））

目標達成助成(離職率低下)
支給申請期間
（人材確保等支援助成金（雇用
管理制度助成コース））及び

入職率目標達成助成
（第１回）支給申請期間
［H33.2.1～H33.3.31］
(人材確保等支援助成金（雇
用管理制度助成コース（建設
分野）)

12か月間

計画書の認定申請日
［H30.12.1］
（職場定着支援助成金）

入職率目標達成助成
（第2回）支給申請期間
［H35.2.1～H35.3.31］
(人材確保等支援助成金（雇用
管理制度助成コース（建設分
野）)

※赤字部分が雇用管理制度助成コース（建設分野）、青字部
分が雇用管理制度助成コースの手続きです。

［H29.12.1～
H30.11.30］

計画時算定期間



区分 単価 （円） 単価 （円） 単価 （円） 単価 （円）

１ 180,000 180,000 180,000 180,000
２ 200,000 200,000 200,000 200,000
・・・

登録基幹技能者 420,000 428,400※ 436,800※ 445,200※

１０ 450,000 450,000 450,000 450,000

雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技能者の処遇向上支援助成）

次の要件のすべてに該当する中小建設事業主

(１) Ａの建設事業主（企業単位）であること

(２) 雇用管理責任者を選任し、選任した者の氏名を周知していること

(３) 過去に本コースによる助成金を受給していないこと

(４) 増額改定整備計画書提出時点において、雇用保険一般被保険者である若年技能労働者（主として建設業務に
従事する35歳未満の労働者）を正規雇用していること

なお、増額改定整備計画書提出時点において、雇用保険一般被保険者である若年技能労働者を正規雇用して
いない事業主であっても、支給申請時点において雇用保険一般被保険者である若年技能労働者を正規雇用して
いるか、又は増額改定後の賃金算定期間（12か月）の末日までに正規雇用の若年技能労働者に係る募集又は
求人申込み（公共職業安定所に求人を申込んだ場合に限る）を行った場合は支給対象事業主とします。

(５) 労働協約又は就業規則に定めるところにより、その雇用するすべての正規の従業員に適用される賃金テーブ
ル（職務、職能、勤続年数等を基準とするなど階層的なものであること）を整備し、１年以上運用している事
業主であること

(６) 賃金テーブル又は登録基幹技能者手当の増額改定を行い、その雇用するすべての登録基幹技能者に適用後の
賃金を実際に支払った事業主であること

※登録基幹技能者
国土交通大臣が登録した登録基幹技能者講習実施機関が実施する登録基幹技能者講習の修了者

※賃金テーブル
従業員の基本給を算出する際の基礎となる単価（日給又は月給）を金額ごとに整理した一覧表

※登録基幹技能者手当
登録基幹技能者講習の修了者であること条件として支給する資格手当又は役職手当

１. 雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技能者の処遇向上支援助成）の概要

雇用するすべての登録基幹技能者に適用される賃金テーブル又は手当の単価を増額改定しその処遇を引き上げるこ
とにより、若年技能労働者の目標となるキャリアパスを整備するＡの中小建設事業主に対して助成するものです。

増額改定前の年間
の基本給総額（Ａ）

（Ａ） （Ａ）（Ａ）

Ａ× 2 % ※ Ａ× 4 % ※ Ａ× 6 % ※
年間10万円
以上の増額

イ．賃金テーブルの増額改定を行う場合

登録基幹技能者に適用される基本給の賃金テーブルを改訂し、基本給の単価及び年間の基本給総額を、
増額改定後１年目は２％以上※、増額改定後２年目は４％以上※、増額改定後３年目は６％以上※増額させ、
かつ年間の基本給総額及び賃金総額を改定前を基準に、10万円・20万円・30万円以上増額させること。

（イ） 基本給単価の増額

【増額改定前】 【増額改定１年目】 【増額改定２年目】 【増額改定３年目】

【増額改定１年目】
（2％以上※アップ）

【増額改定２年目】
（ 4％以上※アップ）

【増額改定３年目】
（ 6％以上※アップ）

（ロ） 年間の基本給総額の増額 （源泉徴収前の金額で比較）

【基準支払い総額】
（過去１年間）

12

基準単価

【月給換算の場合(増額改定前)】
（１年以上運営しているもの）

年間20万円
以上の増額

年間30万円
以上の増額

２． 受給できる中小建設事業主

※登録基幹技能者以外の基本給単価を増額改定する場合
増額改定した基本給単価の上昇率の和を、事業所内で適用している基本給単価の種類の数で除した率（小数点第2位

を切り捨て）を加算した率以上とします。ただし、増額改定した基本給単価の種類の数が、基本給単価の種類総数の
1／2未満である場合は除きます。なお、２・３年目に増額改定を行った場合の上昇率は、前年の上昇率に加算して計
算します（具体例はP13 ☆緑字部分参照）。



ロ．登録基幹技能者手当の増額改定を行う場合

登録基幹技能者手当を改定※し、増額改定後１年目は月額8,334円以上、増額改定後２年目は月額
16,667円以上、増額改定後3年目は月額25,000円以上増額させ、かつ年間の登録基幹技能者手当及び
賃金総額を改定前を基準として、それぞれ10万円・20万円・30万円以上増額させること。

※既存の登録基幹技能者手当の改定のほか、新設及び登録基幹技能者に適用していた他の既存の手当制度を「登録
基幹技能者手当」と名称変更して行う改定を含む。

■ ２年目や３年目の増額改定を前倒して計画・実施する場合も２年目以降の支給申請時に賃金支払い実績を確
認して助成対象とします。

(７) 上記イ又はロの増額改定を行った場合であっても次に該当する場合は助成対象となりません。
・登録基幹技能者に適用される賃金テーブル単価又は登録基幹技能者手当のみを除外した他の賃金テーブル単価
又は各種手当の増額改定が行われた場合

・支給申請日において、増額改定後の賃金テーブル又は登録基幹技能者手当を減額又は廃止している場合

・増額改定後の各賃金算定期間の初日から１年間を経過する日までの間に、雇用保険法第２３条第１項に規定す
る「特定受給資格者」となる離職理由※により離職した人数を、各賃金算定期間の初日における雇用保険被保
険者数で除して得た割合が６％を超えている場合（特定受給資格者が3人以下である場合を除く）

※雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Ａ（解雇等）又は３Ａ（勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅低下等による
正当理由自己都合離職等）を離職理由とするものをいいます。

３. 助成対象となる登録基幹技能者

次の(１)から(６)までのいずれにも該当する労働者であること
(１) 事業主に直接雇用される者であって、当該事業主と期間の定めのない労働契約を締結していること
(２) 当該事業所において正規の従業員として位置付けられていること
(３) 所定労働時間が、当該事業所の他のフルタイムの正規の従業員と同等であること
(４) 増額改定前の過去１年間分の賃金算定期間の初日から支給申請日までの期間において、当該事業所の雇用保険

一般被保険者（短期雇用特例被保険者及び日雇労働被保険者を除く）であること
(５) 社会保険の適用事業所に雇用されている場合は、(４)の期間において社会保険の被保険者であること
(６) 支給申請日において離職（本人の都合による離職及び天災その他やむを得ない理由のために事業継続が困難と

なったこと又は本人の責めに帰すべき理由による解雇を除く）していない者であること

増額改定前の年間
の賃金総額・登録基
幹技能者手当（Ｂ）

（Ｂ） （Ｂ）（Ｂ）

10万円以上
20万円以上 30万円以上

手当名 単価 （円） 単価 （円） 単価 （円） 単価 （円）

登録基幹技能者手当 ｂ ｂ＋8,334 ｂ＋16,667 ｂ＋25,000

【月額換算の場合(増額改定前)】
（１年以上運営しているもの）

【増額改定前】 【増額改定１年目】 【増額改定２年目】 【増額改定３年目】

【増額改定１年目】
（8,334円以上アップ）

【増額改定２年目】
（16,667円以上アップ）

【増額改定３年目】
（25,000円以上アップ）

（ロ） 年間の登録基幹技能者手当等の増額 ※源泉徴収前の金額で比較

【基準支払い総額】
（過去１年間）

（イ） 登録基幹技能者手当の増額

増額改定１年目 増額改定２年目 増額改定３年目

基本給単価 42万円×102％＝ 4284,00円
42万円×（104％＋0.8%※）＝440,160円

※0.８％≒（2%×5＋1.5%×7）÷25
42万円×（106%＋0.08%※）＝448,560円

基本給総額 428,400円×12月＝ 5,140,800円 440,160円×12月＝ 5,281,920円 448,560円×12月＝ 5,582,720円
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基準単価

☆賃金テーブルの増額改定にあたりベースアップを伴う場合に必要な増加額の計算例

（例）賃金テーブル上の基本給単価が25ある企業において、登録基幹技能者Ａ（基本給単価42万円/月、賃金総額
560万円/年）の他に、増額改定２年目に若手の基本給単価5つを2％、中堅クラスの基本給単価7つを1.5%増加改
定する場合。



５. 手続き

（１）増額改定整備計画の提出と認定

① 増額改定整備計画の提出
人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技能者の処遇向上支援

助成）の支給を受けようとする中小建設事業主は、増額改定日の属する月の初日の６か月前から
１か月前の前日までに、増額改定の内容や対象となる登録基幹技能者の人数、増額改定予定日、
増額改定後の賃金テーブル又は登録基幹技能者手当を適用する最初の算定期間、最初の賃金支払
日等を記載した増額改定整備計画書及び添付書類一式を主たる事業所の所在地を管轄する都道府
県労働局（以下「管轄都道府県労働局」という。また、都道府県労働局によってはハローワーク
でも受け付ける場合もあります。）に提出して、認定を受けてください。

なお、増額改定整備計画の期間は、増額改定日を含む月の初日を起算日とする３か月以上12か
月以内の期間とし、当該期間内に最初の増額改定後の賃金の支払いを行うことが必要です。

中
小
建
設
事
業
主

①増額改定整備計画の届出

人材確保等支援助成金〔雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技能
者の処遇向上支援助成）〕増額改定整備計画（変更）書（建雇様式第1号）、改
定前賃金総額内訳確認票（建雇様式第２号）及び添付書類

認定（又は不認定）通知

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

② 増額改定整備計画の変更
認定を受けた増額改定整備計画の記載事項等に変更が生じるときは、以下の変更内容に応じて必

要書類一式を管轄都道府県労働局に提出し、認定を受けてください。

イ 増額改定日を変更する場合
変更後の増額改定日の属する月の前月末まで（変更後の増額改定日が変更前の増額改定日と

同月の場合は手続き不要です。）

ロ 増額改定の内容（基本給単価の増加率、登録基幹技能者手当の増加額）を変更する場合
変更前の増額改定整備計画期間内であって変更後の増額改定日の属する月の初日の1か月前ま

で。なお、変更後の増額改定の概要が分かる資料を添付してください。

ハ 増額改定の方法（賃金テーブルの改定又は登録基幹技能者手当の増額）を変更する場合
新たな増額改定整備計画を提出してください。

ニ 増額改定整備計画期間を延長又は短縮する場合
変更前後の増額改定整備計画期間の末日のいずれか早い日まで。なお、上記イ又はロの変更

を伴う場合は、イ、ロ及びニのもっとも早い変更届の期限までに手続きを行ってください。
変更後の増額改定整備計画期間は、変更前の増額改定整備計画期間の初日から起算して１年

以内の期間内とし、かつ変更後の増額改定日の属する月の初日から起算して３か月以上となるよ
うにしてください。

中
小
建
設
事
業
主

②増額改定整備計画の変更

人材確保等支援助成金〔雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技能
者の処遇向上支援助成）〕増額改定整備計画（変更）書（建雇様式第1号）及び
添付書類

認定（又は不認定）通知

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
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４. 助成額

登録基幹技能者１人あたり年額6.65万円＜8.4万円＞

※ ＜＞内は生産性要件（5ページをご覧ください）を満たした場合の支給額です。
※ 2年目、3年目も増額改定する場合（改定額は13ページ２．を参照）はそれぞれ年額6.65万

円＜8.4万円＞円の助成額となります。



（２）支給申請

１年目、２年目、３年目それぞれの増額改定後の賃金算定期間（12か月）の末日の翌日
から起算して原則2か月以内に、必要書類一式を管轄都道府県労働局に提出してください。

中
小
建
設
事
業
主

③支給申請

人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技
能者の処遇向上支援助成））支給申請書（建雇様式第７号）、改定後賃金総額
内訳確認票（建雇様式第７号の2）及び添付書類

④支給決定（又は不支給決定）

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
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45ページ（各コース共通提出書類）及び47～48ページをご覧ください。

6．提出書類
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賃金算定期間
（ ２年目）
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（ ３年目）
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32
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・31

増額改定後
1年目の支給
申請の期限

Ｈ
34
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増額改定後
3年目の支給
申請の期限

Ｈ
33
・5
・31

増額改定後
2年目の支給
申請の期限

各賃金算定期間
は12か月

増額改定後
の賃金テー
ブル等を適

用開始

整備計画の提出日
※増額改定日の属する月の初日

の6か月前から1か月前の前日まで
（図の場合、H30.2.1～H30.6.30）

※計画届提出日から直近の
給与を含む過去12か月分
の賃金算定期間。

※この期間中に使用した単価
及び賃金総額等を基準とし
て１年目～３年目の増額改
定の計画を立てます。

（参考） 各賃金算定期間と手続きのイメージ図

増
額
改
定
日

（
二
回
目
）

増額改定後
の賃金テー
ブル等を適

用開始

増
額
改
定
日

（
三
回
目
）

増額改定後
の賃金テー
ブル等を適

用開始

は労働局への申請日等です。※



次の要件のいずれにも該当する建設事業主

・「若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業」を実施するAの建設事業主
・雇用管理責任者を選任していること

若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）（事業主経費助成）

１. 受給できる建設事業主

２. 若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業
「若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業」とは、若年者及び女性労働者の入職や定着を図るこ

とを目的とした事業であり、具体的には以下の事業のことです。なお、事業実施期間は最大１年間で
す。

事業の名称 事業の具体例

①
建設事業の役割や魅力を伝え、
理解を促進するための啓発活動
等に関する事業

a.現場見学会 b.加工技術等体験会 c.体験実習
d.インターンシップ など※１

②
技能の向上を図るための活動等
に関する事業

a.入職内定者への教育訓練 b.新規入職者への研修会
c.建設労働者への公的資格の取得に関する講習会 など

③
労働災害予防等のための労働安
全管理の普及等に関する事業

a.安全衛生管理計画の作成 b.工事現場の巡回 c.災害調査の記録
d.労災付加給付施策の導入に関する講習会等労働安全管理の普及に関

する事業の実施
e.安全衛生大会の実施 f.期間雇用労働者の健康診断※２ など

④
技能向上や雇用改善の取組につ
いての奨励に関する事業

a.優良な技術者・技能者に対する表彰制度
b.雇用改善について優良な取組を実施する者に対する表彰制度 など

⑤
雇用管理に関して必要な知識を
習得させる研修等の実施に関す
る事業

雇用管理研修※３又は職長研修※４の実施

⑥
雇用管理に関して必要な知識を
習得させる研修等の受講に関す
る事業

研修の受講
a.雇用管理研修又は職長研修（上記⑤により自ら実施するもの）
b.雇用管理研修又は職長研修（若年者に魅力ある職場づくり事業を実

施する中小建設事業主団体が実施するもの）
c.雇用管理研修（国が民間に委託して実施するもの）
d.雇用管理責任者講習（国が建設業務労働者就業機会確保事業にかか

る事業を民間に委託して実施するもの）

⑦
女性労働者の入職や定着の促進
に関する事業

a.優良な女性労働者に対する表彰制度
b.女性労働者の産休や育休からの復職を目的とした教育訓練や研修の

実施 など

※２～４ それぞれ別に以下のような要件があります。

※２ 期間雇用労働者の健康診断の４要件

※１ 採用面接や就職媒体への掲載、就職説明会等、通常の採用活動に係る事業は対象外。
ただし、建設事業主団体（定義については４ページ参照）が主催する、建設業の魅力を発信し、若年者等

の建設業の入職を促すための就職説明会、相談会等へ参加する事業は対象となります。

◆対象労働者は？

建設事業主に１か月以上１年未満の期間を定めて雇
用される建設労働者。

作業員宿舎の管理及び炊事の業務を専業としている
者も含みます。

◆実施時期は？

対象となる建設労働者を雇い入れる前１か月以内又
は雇い入れた後１か月以内に行う必要があります。

◆実施すべき項目は？

労働安全衛生規則第43条各号に掲げる項目につい
て、医師が実施するものです。具体的には、既往歴及
び業務歴の調査、自覚症状及び他覚症状の有無の検査、
身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査、胸部エック
ス線検査、血圧の測定、貧血検査、肝機能検査、血中
脂質検査、血糖検査、尿検査、心電図検査です。

◆費用は？

公共機関からの補助を受けずに実施する健康診断で
なければなりません。
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雇用管理研修、職長研修について

名称 研修時間
研修受講

者数
研修テーマ 講師

雇用管理研修
１日３時間以上
かつ
合計６時間以上

10人以上
100人以
下

18ページの表に掲げるテー
マから研修時間が６時間以
上12時間未満の場合２テー
マ以上、研修時間が12時間
以上の場合４テーマ以上取
り入れていること

研修のテーマに
関し十分な知識
及び経験を有す
る者であること

職長研修
１日３時間以上
かつ
合計18時間以上

10人以上
50人以下

19ページの表に掲げるテー
マから６テーマ以上取り入
れていること

名称
雇用管理に関して必要な知識を習得
させる研修等の実施に関する事業

雇用管理に関して必要な
知識を習得させる研修等
の受講に関する事業

雇用管理研修

①Ａの建設事業主及びその雇用する雇用管
理責任者、その他の労働者

②Ａの建設事業主と直接の下請関係にある
Ａ又はＢの建設事業主及びその雇用する
雇用管理責任者、その他の労働者

③Ａの建設事業主と直接の下請関係にある
建設業を営んでいる一人親方であって、
近い将来労働者を雇用する見込みのある
者

雇用管理研修などを１日３
時間以上受け、当該期間、
所定労働時間労働した場合
に支払われる通常の賃金の
額以上の賃金を支払われた
雇用保険の被保険者

職長研修

①Ａの建設事業主及びその雇用する労働者
のうち作業中の労働者を直接指導又は監
督する者

②Ａの建設事業主の直接の下請関係にある
Ａ又はＢの建設事業主及びその雇用する
労働者のうち作業中の建設労働者を直接
指導又は監督する者

助成対象となる研修内容

助成対象となる受講者の範囲

※３
※４
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雇用管理研修テーマ表

テーマ 主な内容
標準時

間

１ 雇用管理理論

①．建設業の現況と特徴 ②．建設労働の実態と問題点 ③．建設雇用改善法の
制定趣旨 ④．建設雇用改善法の内容 ⑤．建設労働者確保育成助成金制度の概
要 ⑥．雇用管理の体制づくり ⑦．雇用管理責任者の職務 ⑧．建設労働関係
法令の体系とその概要 ⑨．建設労働統計の種類とその見方

２

２ 募集・採用・配置
①．関係法令の概要 ②．募集における問題点 ③．正しい募集と手続
④．採用条件の提示 ⑤．採用計画の作成 ⑥．雇入基準の作成 ⑦．配置基準
の確立 ⑧．定着指導

２

３ 教育訓練
①．職業訓練の意義とその概要 ②．事業内訓練の概要（単独訓練・共同訓練）
③．職場の教育のあり方 ④．技能検定制度の概要 ⑤．各種公的資格制度
⑥．社内における技能評価 ⑦．訓練に関する各種補助金・助成金の活用

２

４ 雇用契約・就業規則
①．労働契約の意義とその内容 ②．労働条件の明示 ③．雇入通知書の作成及
び交付 ④．労働者名簿の作成及び保管 ⑤．就業規則の意義及び法令と就業規
則の関係 ⑥．就業規則の内容及び作成 ⑦．就業規則の届出

２

５ 賃金管理

①．賃金制度の概要 ②．賃金の決め方（定額給と出来高給、基本給と各種手
当） ③．賃金水準 ④．最低賃金、請負制と補償給 ⑤．賃金の支払の確保
⑥．法定控除、協定控除 ⑦．賃金台帳の作り方 ⑧．出来高給、時間外手当、
平均賃金などの計算方法

２

６ 労働時間管理
①．労働時間と休憩時間 ②．就労時間制限 ③．休日（日曜休日、法定外休
日） ④．代休及び振替日 ⑤．休暇制度（年次有給休暇、特別休暇）

２

７ 安全管理・健康管理

①．関係法令の概要 ②．労働災害と安全管理 ③．各種安全教育の概要
④．災害発生時の措置と手続 ⑤．各種健康診断の意義とその概要
⑥．健康診断の結果に対する措置 ⑦．成人病対策 ⑧．精神衛生管理
⑨．ＫＹＴ（危険予知訓練）

２

８ 福利厚生

①．福利厚生の意義とその概要 ②．寄宿舎規則の作成及び届出 ③．作業員宿
舎の管理運営 ④．勤労者財産形成促進制度 ⑤．各種建設労働者確保育成助成
金などの活用 ⑥．レクリエーションのとり入れ方 ⑦．企業内退職金制度の概
要 ⑧．中小企業退職金制度、建設業退職金共済制度の概要

２

９ 社会保険

①．社会保険の意義とその概要 ②．健康保険の概要と事務手続 ③．厚生年金
保険の概要と事務手続 ④．土建国保の概要と事務手続 ⑤．雇用保険の概要と
事務手続 ⑥．労働者災害補償保険の概要と事務手続 ⑦．社会保険とその他の
保険制度

２

１０ 下請構造
①．請負契約の意義 ②．請負契約と下請構造 ③．下請管理、下請との関係
④．建設産業における生産システム合理化指針

２

１１ 人間関係管理
①．労働組合 ②．労使協議 ③．苦情処理 ④．提案制度 ⑤．職場の人間関
係 ⑥．若年労働者の生活指導 ⑦．中高年者 ⑧．季節出稼労働者

２

【留意事項】
１ この雇用管理研修テーマ表は、計画届を提出して行う雇用管理研修（届出雇用管理研修）の研修テーマを

定めたものです。
２ 届出雇用管理研修には、このテーマ表から次のとおりテーマをとり入れてください。
（１）研修の時間が12時間以上の研修 ４テーマ以上
（２）研修の時間が６時間以上12時間未満の研修 ２テーマ以上
３ 主な内容欄は、テーマの主な内容を例示したもので、ここに掲げたものに限る必要はありません。
４ 各テーマの研修時間は２時間です。研修テーマの内容により加減（ただし１時間以上）して差し支えあり

ませんが、１テーマあたりの研修時間が平均２時間以上となるようにしてください。
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職長研修テーマ表

テーマ 主な内容
標準
時間

１ 建設労働の概要 労働力の需給、建設労働の問題点 ２

２ 雇用の改善 建設雇用改善法の内容、雇用管理の体制 ２

３ 職長の役割 職長の立場、職長の役割、望ましい職長像 ３

４ 募集・採用・配置 関係法令の概要、採用計画と配置、雇入通知書 ２

５ 就業規則 就業規則の性格、就業規則の内容 ２

６ 賃金管理 賃金の決め方、賃金の計算、賃金の支払 ２

７ 労働時間 労働時間と休憩時間、休日の設け方、作業時間の制限 ２

８ 健康管理 健康診断、成人病対策、検診のいかし方 ２

９ 職場の人間関係 不満の把握と解決、部下の指導、望ましい職場の人間関係 ３

１０ 社会保険 雇用保険、労災保険、厚生年金、健康保険、土建国保など ２

１１ 作業方法の決定、労働者の
配置

作業手順の決め方、作業方法の改善、労働者の適正な配置の方法 ２

１２ 労働者に対する指導又は
監督

指導及び教育の方法、作業中における監督及び指示の方法 ２.５

１３ 危険性又は有毒性などの
調査及びその結果に基づき
講ずる措置

危険性又は有毒性などの調査の方法、危険性又は有毒性などの調査の結果
に基づき講ずる措置、設備、作業などの具体的な改善の方法

４

１４ 異常時などにおける措置 異常時における措置、災害発生時における措置 １.５

１５ 現場監督者として行うべき
労働災害防止活動

作業に係る設備及び作業場所の保守管理の方法、労働災害防止についての
関心の保持、労働災害防止についての労働者の創意工夫を引き出す方法

２

１６ 安全衛生責任者の職務など
安全衛生責任者の役割、安全衛生責任者の心構え、労働安全衛生関係法令
などの関係条項

１

１７ 統括安全衛生管理の進め方 安全施行サイクル、安全工程打合わせの進め方 １

【留意事項】
１ この職長研修テーマ表は、計画届を提出して行う職長研修（届出職長研修）に用いる研修テーマを定めたも

のです。
２ 届出職長研修には、このテーマ表から６テーマ以上をとり入れてください。また、その際は、１～10テー

マのうち、少なくとも１テーマをとり入れてください。
３ 主な内容欄は、テーマの主な内容を例示したもので、ここに掲げたものに限る必要はありません。
４ 各テーマの研修時間は、標準時間欄に示したとおりです。研修テーマの内容により加減（ただし１時間以

上）して差し支えありませんが、１テーマあたりの研修時間が平均２時間以上となるようにしてください。
５ このテーマ表の11 ～ 17に掲げる主な内容、標準時間は、安衛則第40条第２項に定める職長などの教育の

事項に建設業における安全衛生責任者の教育の事項を加えたものです。このテーマ表のうち、11～17に掲げ
るテーマをとり入れ、主な内容のとおり標準時間以上の研修を行った場合は、安衛法、安衛則に定める職長な
どの教育及び建設業における安全衛生責任者の教育を行ったことになります。
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３. 助成額

「若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業」の実施に要した費用のうち、次の４．に掲げる支給
対象経費の区分とそれに対応する基準により算定した合計額の５分の３＜４分の３＞（中小建設事
業主以外は２０分の９＜５分の３＞）に相当する額です。

２．の⑥（研修等の受講）については、労働者１人につき日額7,600円＜9,600円＞円（１日３
時間以上受講した日のみを対象とし、かつ６日を限度とする）とします。

支給上限額は、１の年度（支給申請年月日を基準とし、同年度４月１日から翌年３月31日まで）
の本事業コースに係る支給額の合計として200万円です。

※＜＞内は生産性要件（５ページをご覧ください）を満たした場合の支給額です。
※本事業とそれ以外の事業が混在する取組内容の費用については、本事業が５割以上占める場合の
み支給の対象となります。
※本事業の実施に要した費用について、労働者本人等から徴収する場合は本助成コースは申請対象
外となります。
※助成額は100円未満切り捨てとなります。

支給対象経費 基準 助成対象経費の範囲

講師謝金
（部外講師に限る）

実費相当額 講習等の講師の謝金（事業主の役員及び社員以外の講師）

コンサルティング料 実費相当額 社会保険労務士等に対するコンサルティング料（顧問料は含まない）

賃金 実費相当額
雇用管理研修等の受講に係る賃金（P16の２．⑥の研修に限る）、短期間
臨時に雇い入れるアルバイト等の賃金（本事業を実施するために専門に雇
い入れた場合に限る）

旅費
１人１日あたり
１８，０００円

までの実費相当額

勤務先（勤務先のない場合は自宅）から目的地までの旅行に要した鉄道賃
（グリーン料金を除く）、船賃（特１等を除く）、航空賃、バス賃及びタ
クシー代（公共交通機関を利用することが困難又は合理的ではない場合に
限る）（いずれも事業主の役員及び社員並びに学生以外に係る分に限る）

バス等借上料
１人あたり

９，０００円
までの実費相当額

バス等の借上げ料（レンタカーを借り上げた場合の燃料代を含む）

印刷製本費 実費相当額 ポスター、パンフレット、リーフレット等の印刷費

施設借上費 実費相当額 講習会等を実施する場合の会場借上料（設備の使用料を含む）

機械器具等借上料 実費相当額 建設機械、機械器具及び各種用具類の借上料

教材費 実費相当額 講習等に使用する教科書代等

厚生経費
１人あたり

１０，０００円
までの実費相当額

期間雇用労働者に対する健康診断に係る診断料、技術者・技能者や雇用改
善に関する表彰（事業主及び役員は除く）等に要する表彰状代（紙筒代等
を含み、金券類や記念品、懇親会費は含まない）

通信運搬費 実費相当額
郵便料、電信料、電話料、諸物品の荷造り費及び送料（運搬のためのレン
タカー借上料を含む）

会議費
１人あたり
１５０円

までの実費相当額
茶菓の代価（事業主の役員及び社員以外に係る分に限る）

受講参加料 実費相当額
講習会の受講料、入職内定者への教育訓練の受講料、合同就職説明会の参
加料等

傷害保険料 実費相当額
学生等に対する現場見学会や体験学習等の参加中に起きた傷害に関する治
療費等を補償する保険料

その他助成することが
必要と認められる経費

実費相当額

４. 対象となる経費
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５. 手続き
① 計画届の届出

人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）（事業主
経費助成））の支給を受けようとする建設事業主は、事業を実施しようとする日の原則２か月前※ ま
でに、必要書類一式を主たる事業所の所在地を管轄する都道府県労働局（以下「管轄都道府県労働
局」という。また、都道府県労働局によってはハローワークでも受け付ける場合もあります。）に提
出してください。

なお、計画届の提出は年度内１回までとし、事業計画期間の重複する計画を提出することはできま
せん。（事業の追加が必要な場合は計画変更届を提出してください。）

※４月１日から７月末日までに事業を開始し、かつ事業の終期を当該年度内にする場合は５月末日
※国が民間に委託して実施する雇用管理研修又は雇用管理責任者講習を受講させる場合は受講日の原則２週間前

② 計画届の変更
計画届を提出した建設事業主は、届け出た内容に変更（①届け出ていない事業を新たに行う場合、

②所要費用の増額に伴い、届け出た所要費用見込額の総額を超える場合）が生じるときは、事前に
必要書類一式を管轄都道府県労働局に提出してください。

建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

①計画届の届出

人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業
コース（建設分野）（事業主経費助成））計画届（建魅様式第１号）、
事業計画内訳書（建魅様式第1号別紙）及び添付書類

建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

②計画変更の届出

人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コー
ス（建設分野））に係る計画変更届（建魅様式第４号）

③ 支給申請
事業の終了した日の属する月に応じ、原則として次の表に掲げる区分に応じて、必要書類一式を

管轄都道府県労働局に提出してください。

実施月 ４月、５月、６月 ７月、８月、９月 10月、11月、12月 １月、２月、３月

提出期間
７月１日から８月
末日まで

10月１日から11月
末日まで

翌年の１月１日から
２月末日まで

３月１日から５月
末日まで

建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

③支給申請
人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コー
ス（建設分野）（事業主経費助成））支給申請書（建魅様式第５号）、
事業報告書（建魅様式第５号別紙）及び添付書類

④支給決定（又は不支給決定）

45ページ（各コース共通提出書類）及び48～49ページをご覧ください。

６．提出書類
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作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作業員宿舎等設置助成）

１. 受給できる中小建設事業主
次の要件のいずれにも該当する中小建設事業主

・対象事業（２．参照）の実施に関する計画を策定し、その計画に従って対象事業を実施する
中小建設事業主

・雇用管理責任者を選任していること

２. 支給対象となる事業

被災三県（岩手県、宮城県、福島県）に所在する工事現場での作業員宿舎、賃貸住宅、作業員施設
の賃借

作業員宿舎の賃借について

作業員宿舎とは、事業の完了の時期が予定されている有期事業の附属宿舎で、事業経営の必要上設置され、

建設労働者３人以上が同一の敷地内に居住し、生活を営むことができるものをいいます。

（２）設置基準
作業員宿舎が被災三県に所在し、かつ建設業附属宿舎規程（昭和42年労働省令第27号。以下「規程」

という）の適用を受ける作業員宿舎（宿泊している労働者に労務管理上共同生活が要請されているもの）
で、規程に定める基準に適合するほか、次に掲げる基準を満たすものであること

№ 主な設置基準

１ 入居者数
１室の居住人員は２人以内であること。この場合、ふすま、障子その他随時開放すること
ができるもので仕切られた２室以上の居室は、１室とみなすこと。ただし、１室に世帯と
して入居する場合は２のただし書きの要件を満たせばこの限りではないこと

２
１人あたりの居住
面積

４．８㎡以上であること。ただし、１室に世帯として入居する場合は１室の居住面積が２
０㎡以上であること
この場合の居住面積には、２段以上の寝台を設置した場合の２段以上の寝台の延面積及び
踏み込みが設置されている場合の踏み込み部分の面積を含めないこと

３
入居者の所属事業
所

収容能力人員（床面積を、４．８㎡で除して得た数の和（２を超える場合は２とし、１未
満の端数は切り捨てるものとすること）の７割以上が自社の建設労働者又は直接の下請の
Aの中小建設事業主又はAの事業所に雇用される建設労働者であること

４
居住費の負担限度
額

居住者から徴収する居住費は、無料であるか又は当該作業員宿舎を維持するのに必要と認
められる経費のうち、光熱水料その他これに類する経費などを、全居住者に負担させるこ
とを限度とするものであること

５ トイレ 大便所の便房は、女性の利用が考えられる場合には、男女別とすることが望ましいこと

６ 収納設備

建設労働者の私有の身の回り品を収納できる設備は押入れ等に限らず、ロッカー等の設備
でも差し支えないものとする。ただし、ロッカー等を居室内に設置した場合は、居住面積
から除くこと
寝具等を収納する設備は、個人別にふすま、扉等で仕切られたものとすること

７
建築基準法上の確
認申請書

確認申請などを必要とする作業員宿舎
建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「基準法」という。）の規定により、確認

申請などを必要とする作業員宿舎は、同法第６条「建築物の建築などに関する申請及び確
認」及び第７条「建築物に関する完了検査」の措置が必要であること

確認申請などを必要としない作業員宿舎
都道府県又は市町村の建築主事の判断により、基準法第８５条第２項に該当することが

確認された作業員宿舎は、仮設建築物であることの確認報告書が必要であること

（１）受給できる中小建設事業主
イ Ａの中小建設事業主

自ら雇用する建設労働者又は直接の下請のＡの中小建設事業主が雇用する建設労働者を寄宿させるた
めに賃借により整備する場合

ロ Ｂの中小建設事業主
自ら雇用するＡの事業所に雇用される建設労働者又は直接の下請のＡの中小建設事業主の建設労働者

を寄宿させるために賃借により整備する場合
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（４）助成の対象となる経費

イ 助成の対象となる賃借料に含まれるものは、次のものに限ります。
注：提出していただく賃貸借契約書（写）には、賃借人及び賃貸人の記名押印・契約年月日・賃貸借期間・

作業員宿舎の所在地、構造など・１か月あたりの賃借料の額が記載されている必要があります。

対象となるもの 留意点

作業員宿舎の本体に係る賃借料
設置場所、構造・規模等について、類似の作業員宿舎の賃借
料と比較して社会通念上適正なものでなければならないこと

資機材の搬入に係る運搬費 －

設置又は据え付け、組立に係る工事費 －

設置基礎、付帯設備に係る工事費 －

壁、床及び天井に接続し又は固定されたも
のに係る費用（賃借に限る）

例えば、床に固定された調理台及びガス台、壁に固定された
換気扇、テレビ用集合アンテナ及びエアコンなど（賃借に限
る）

ロ 助成対象外部分の賃借料

（イ）権利金、敷金、礼金、補償金その他これに類するもの
（ロ）資機材の搬出に係る運搬費
（ハ）使用期間中の維持管理費及び返却時における破損、欠品に係る費用
（ニ）撤去費
（ホ）光熱水料費、管理費、共益費、駐車場代
（ヘ）作業員宿舎の１か月分の賃借料の中に事務所・倉庫等作業員宿舎とは認められない助成対象外部分の

賃借料が含まれているときは、次のⅰ又はⅱにより算出した当該助成対象外部分の賃借料を１か月分の
賃借料から控除します。
ⅰ 賃貸借契約書に定められた１か月の賃借料から助成対象外部分の賃借料が明確に区分できるときは、

その額
ⅱ 賃貸借契約書に定められた１か月分の賃借料から助成対象外部分の賃借料が明確に区分できないと

きは、１か月分の賃借料の額に当該１か月分の賃借料の積算の基礎となった全体の作業員宿舎の延べ
床面積に対する助成対象外部分の延べ床面積の比率を乗じて得た額

№ 主な設置基準

８
敷地所有者の承諾
書

設置に関する敷地所有者との承諾書（土地使用契約書、土地賃貸借契約書など）を必要と
すること。この場合、作業員宿舎を設置するために使用する旨が約定され、その用途が明
らかにされたものであること

９ その他
作業員宿舎の居室部分のみを整備した場合の食堂、浴場及び便所は、同一敷地内に他の建
設労働者と共同に使用できるものがあれば足りること。ただし、この場合他の建設労働者
の数を含めたその総数において、規程の基準を満たすものであること

（５） 助成対象月数、期間

同一場所に設置された同一の作業員宿舎を賃借する場合の助成金の支給の対象となる月数は、助成金の
支給の対象となった最初の日から起算して１か月以上18か月以下（次年度にまたがる場合は次年度の計画
を作成し、次年度５月末までに届け出る必要があります）とし、このうち作業員宿舎については規程に関
する労働基準監督署への届出において届け出られる事業期間を対象とします。（賃借期間が月の途中から
始まり、又は月の途中で終了する場合は、１か月あたりの賃借料の額を３０で除して得た額に賃借した日
数を乗じて得た額となります。）
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（３）助成対象外の作業員宿舎

イ 賃借人の配偶者又は１親等の血族及び姻族の所有するもの
ロ 法人が賃借する場合、その法人の事業主及び役員の所有するもの
ハ 複数の事業主が契約締結するもの
ニ １棟の建築物のうち作業員宿舎以外の資材倉庫、事務所などの占める延床面積が、当該建築物全体の

概ね２分の１以上を占めるもの
なお、１棟の建築物に設置する作業員宿舎の施設は、作業員宿舎の管理運営に必要な管理事務室、

食品庫までとします。
ホ 公共工事において、発注者と受注者の協議により地域外からの労働者確保に要する間接費として積算の

対象としてるもの



（２）助成対象外の賃貸住宅

イ 賃借人の配偶者又は１親等の血族及び姻族の所有するもの
ロ 法人が賃借する場合、その法人の事業主及び役員の所有するもの
ハ 複数の事業主が契約締結するもの
二 公共工事において、発注者と受注者の協議により地域外からの労働者確保に要する間接費として積算の

対象としてるもの

（４）助成の対象となる経費

助成の対象となる賃借料は賃貸住宅の本体に係る部分に限ります。

イ 権利金、敷金、礼金、補償金その他これに類するもの
ロ 光熱水料費、管理費、共益費、駐車場代

（６）助成対象月数、期間

同一の建設労働者に対する助成金の支給の対象となる月数は、助成金の支給の対象となった最初の日か
ら起算して１か月以上12か月以下とします。
（賃借期間が月の途中から始まり、又は月の途中で終了する場合は、１か月あたりの賃借料の額を３０で
除して得た額に賃借した日数を乗じて得た額となります。）

賃貸住宅の賃借について

賃貸住宅とは、被災三県に所在する雇用保険適用事業所を有する中小建設事業主が、被災三県に所在
する工事現場で作業等を行う建設労働者を遠隔地より新たに採用するために賃借する、被災三県に所在
する住宅をいいます。

（３）賃貸住宅等の基準

賃貸住宅が被災三県に所在し、かつ次に掲げる基準を満たすものであること

イ 新たに雇い入れた建設労働者の直前の住居から当該賃貸住宅までの距離が60㎞以上であること
ロ 新たに雇い入れた建設労働者は、ハローワークの紹介により採用した者であること
ハ 新たに雇い入れた建設労働者は、助成対象期間を通して雇用保険一般被保険者であること
ニ 賃貸住宅１物件あたりに居住する算定対象となる建設労働者は１人のみであること
ホ １人あたりの居住室（玄関、台所（炊事場）、トイレ、浴室、廊下等を除き7.4㎡以上のもの）が一室以

上あること（この場合の居住面積には、二段以上の寝台を設置した場合の二段以上の寝台の延面積及び踏
み込みが設置されている場合の踏み込み部分の面積を含めないこと）

ヘ 当該賃貸住宅に入居する新たに採用した建設労働者から光熱水料その他これに類する経費等を除き、居
住費を徴収しないものであること

ト 賃貸住宅の賃貸人から自己の雇用する建設労働者に無償で賃貸することについて承諾を得ているもので
あること

（１）受給できる中小建設事業主

助成対象となる建設労働者を雇い入れるAの雇用保険適用事業所が被災三県に所在している、次のい
ずれかの中小建設事業主

イ 新たに雇い入れる建設労働者に居住させるために被災三県に所在する賃貸住宅を賃借するＡの中小建
設事業主

ロ Ａの事業所に新たに雇い入れる建設労働者に居住させるために被災三県に所在する賃貸住宅を賃借す
るＢの中小建設事業主

（５）助成対象外部分の賃借料
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作業員施設の賃借について

作業員施設とは、建設現場において快適で清潔な環境で仕事ができるように建設労働者に使用させるため
の食堂、休憩室、更衣室、浴室、便所、シャワー室をいいます。

（３）設置基準

作業員施設が被災三県に所在し、かつ建築基準法（以下、「基準」という）の規定に適合するもので、

次の要件を満たすものであること。なお、軽量鉄骨造ユニット工法による作業員施設（プレハブ建築によ
る作業員施設を含む）は、基準に適合しているものと認められます。

イ 建設工事が行われる場所に設けられ、移動が可能であること
ロ 作業員施設（浴室、便所及びシャワー室を除く）の１棟あたりのそれぞれの床面積が８㎡以上で

あること
ハ 次の表の左欄に掲げる作業員施設に応じ、右欄に掲げる基準に該当すること

作業員施設名 基 準

食 堂

① 同時に食事する者の数に応じ、食卓を設け、かつ、座食することができる場合を除き、
いすを設けること

② 給湯設備を設けること
③ 床は土のままとせず板張り、コンクリートなどの構造とすること

休 憩 室
① 寝台、畳、カーペットその他臥床することができる設備を備えること
② 床は土のままとせず板張り、コンクリートなどの構造とすること

更 衣 室
① ロッカーを設けること
② 床は土のままとせず板張り、コンクリートなどの構造とすること

浴 室
① 清浄な水又は上がり湯を備えること
② 脱衣場を設けること

便 所
① 便池は、汚物が土中に浸透しない構造とすること
② 流出する清浄な水によって手を洗う設備を設けること

シャワー室
① シャワーヘッドごとに仕切りを設けること
② 脱衣場を設けること

（２）助成対象外の作業員施設

イ 賃借人の配偶者又は１親等の血族及び姻族の所有するもの
ロ 法人が賃借する場合、その法人の事業主及び役員の所有するもの
ハ 複数の事業主が契約締結するもの
二 便所のうち、平成２８年１０月１日以降に入札手続きを開始する国土交通省が発注する公共工事にお

いて「快適トイレ」として積算に含まれるもの及び既契約済みの工事について発注者と受注者の協議に
より発注者の負担により現場に設置されるもの

（４）助成の対象となる経費

イ 助成の対象となる賃借料に含まれるものは、次のものに限ります。
（イ）作業員施設の本体に係る賃借料
（ロ）資機材の搬入に係る運搬費
（ハ）設置又は据え付け、組立に係る工事費
（ニ）設置基礎、付帯設備に係る工事費
（ホ）下表に掲げる作業員施設内の備え付けの備品費（賃借に限る）

（１）受給できる中小建設事業主
イ Ａの中小建設事業主

自ら雇用する建設労働者又は直接の下請のＡの中小建設事業主が雇用する建設労働者に使用させるた
めに賃借により整備する場合

ロ Ｂの中小建設事業主
自ら雇用するＡの事業所に雇用される建設労働者又は直接の下請のＡの中小建設事業主の建設労働者

に使用させるために賃借により整備する場合
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ロ 助成対象外部分の賃借料
（イ）権利金、敷金、礼金、補償金その他これに類するもの
（ロ）資機材の搬出に係る運搬費
（ハ）使用期間中の維持管理費及び返却時における破損、欠品に係る費用
（ニ）撤去費
（ホ）光熱水料費、管理費、共益費、駐車場代
（ヘ）作業員施設の１か月分の賃借料の中に事務所・倉庫等作業員施設とは認められない助成対象外部分の

賃借料が含まれているときは、次のⅰ又はⅱにより算出した当該助成対象外部分の賃借料を１か月分の
賃借料から控除します。
ⅰ 賃貸借契約書に定められた１か月の賃借料から助成対象外部分の賃借料が明確に区分できるときは、

その額
ⅱ 賃貸借契約書に定められた１か月分の賃借料から助成対象外部分の賃借料が明確に区分できないと
きは、１か月分の賃借料の額に当該１か月分の賃借料の積算の基礎となった全体の作業員施設の延べ
床面積に対する助成対象外部分の延べ床面積の比率を乗じて得た額

作業員施
設

屋内上下
水道及び
ガス配管
工事費

屋内電気
配線工事

費

冷暖房設
備（原則
として固
定された
もの）

くつ・雨
具等の収
納設備

いす・食
卓

流し台 湯沸器 洗面台

畳
カーペッ

ト
カーテン

食堂 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ,○ ○ ○

休憩室 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

更衣室 ○ ○ ○ ○ ○

浴室 ○ ○ ○

便所 ○ ○ ○

シャワー
室

○ ○ ○

３. 助成額

支給対象費用の３分の２に相当する額（ただし、賃貸住宅については、１人最大１年間かつ月
額３万円を上限）です。ただし、一事業年度あたり200万円を上限とします。

※助成額は100円未満切り捨てとなります。

① 計画届の届出
人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作業員宿舎等設置助成））

の支給を受けようとする中小建設事業主は、事業を実施しようとする原則２週間前まで（賃貸住
宅の賃貸を行う場合は、さらに公共職業安定所のあっせんにより面接を行った日から起算して原
則１か月以内の日まで）に、必要書類一式を主たる事業所の所在地を管轄する都道府県労働局
（以下「管轄都道府県労働局」という。また、都道府県労働局によってはハローワークでも受け
付ける場合もあります。）に提出してください。

４. 手続き

中
小
建
設
事
業
主

①計画届の届出

人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）
（経費助成））計画届〔作業員宿舎・作業員施設〕（建作様式第２号）

又は人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分
野））（経費助成）計画届〔賃貸住宅〕（建作様式第２号の２）及び添
付書類

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
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③ 支給申請
事業の終了した日の属する月に応じ、原則として次の表に掲げる区分に応じて、必要書類一式を

管轄都道府県労働局に提出してください。

実施月 ４月、５月、６月 ７月、８月、９月 10月、11月、12月
１月、２月、３

月

提出期間
７月１日から８月
末日まで

10月１日から11
月末日まで

翌年の１月１日から２月
末日まで

３月１日から５
月末日まで

中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

③支給申請
人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作
業員宿舎等経費助成））支給申請書〔作業員宿舎、作業員施設〕（建作
様式第５号）

又は人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分
野）（作業員宿舎等経費助成））支給申請書〔賃貸住宅〕（建作様式第
５号の２）及び添付書類

④支給決定（又は不支給決定）

② 計画届の変更
計画届を提出した中小建設事業主は、届け出た内容に変更（①賃貸期間の延長、所要費用の増額

等に伴い、届け出た所要費用見込額の総額を超える場合、②賃貸住宅の場合、採用予定人数や賃貸
住宅の変更が生じる場合）が生じるときは、事前に必要書類一式を管轄都道府県労働局に提出して
ください。

中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

②計画変更の届出

人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野））に
係る計画変更届（建作様式第３号）

45ページ（各コース共通提出書類）及び49～51ページをご覧ください。

５. 提出書類
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（１）設置基準

次の要件を満たすものであること
イ 建設工事が行われる場所に設けられ、移動が可能であること
ロ 各作業員施設の入口のドアに女性専用施設である旨が明示され、かつドアに施錠機能があること
ハ 助成対象となる女性専用作業員施設と同じ区分の作業員施設を男性の建設労働者にも整備すること
ニ 作業員施設の利用について労働者から利用料金を徴収しないこと
ホ 建築基準法（以下、「基準」という）の規定に反していないこと。なお、軽量鉄骨造ユニット工法によ

る作業員施設（プレハブ建築による作業員施設を含む）は、基準に適合しているものと認められます。
ヘ 次の表の左欄に掲げる作業員施設に応じ、右欄に掲げる基準に該当すること

作業員施設名 基 準

更 衣 室
① ロッカーを設けること
② 床は土のままとせず板張り、コンクリートなどの構造とすること
③ 床面積が８㎡以上であること

浴 室
① 清浄な水又は上がり湯を備えること
② 脱衣場を設けること

便 所
① 便池は、汚物が土中に浸透しない構造とすること
② 流出する清浄な水によって手を洗う設備を設けること
③ 鏡付き化粧台及び荷物置きを設けること

シャワー室
① シャワーヘッドごとに仕切りを設けること
② 脱衣場を設けること

（２）助成対象外の作業員施設

イ 賃借人の配偶者又は１親等の血族及び姻族の所有するもの
ロ 法人が賃借する場合、その法人の事業主及び役員の所有するもの
ハ 複数の事業主が契約締結するもの
二 便所のうち、平成２８年１０月１日以降に入札手続きを開始する国土交通省が発注する公共工事に

おいて「快適トイレ」として積算に含まれるもの及び既契約済みの工事について発注者と受注者の協
議により発注者の負担により現場に設置されるもの

（３） 助成の対象となる経費

イ 助成の対象となる賃借料に含まれるものは、次のものに限ります。
（イ）作業員施設の本体に係る賃借料
（ロ）資機材の搬入に係る運搬費
（ハ）設置又は据え付け、組立に係る工事費
（ニ）設置基礎、付帯設備に係る工事費
（ホ）下表に掲げる作業員施設内の備え付けの備品費（賃借に限る）

１. 受給できる中小建設事業主
次の要件のいずれにも該当する中小建設事業主
・建設工事を施工主から受注し、自ら施工管理する当該建設工事現場に女性専用の作業員施設を賃借によ

り整備するＡの中小建設事業主（以下「中小元方建設事業主」という。）
・雇用管理責任者を選任していること

作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性専用作業員施設設置経費助成）

２. 支給対象となる作業員施設

作業員施設
屋内上下水
道及びガス
配管工事費

屋内電気配
線工事費

冷暖房設備
（原則とし
て固定され
たもの）

くつ・雨具
等の収納設

備
湯沸器 洗面台

畳
カーペット
カーテン

更衣室 ○ ○ ○ ○ ○

便所 ○ ○ ○

浴室 ○ ○ ○

シャワー室 ○ ○ ○
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ハ 助成対象外部分の賃借料

（イ）権利金、敷金、礼金、補償金その他これに類するもの
（ロ）資機材の搬出に係る運搬費
（ハ）使用期間中の維持管理費及び返却時における破損、欠品に係る費用
（ニ）撤去費
（ホ）光熱水料費、管理費、共益費、駐車場代
（ヘ）作業員施設の１か月分の賃借料の中に事務所・倉庫等作業員施設とは認められない助成対象外部分の

賃借料が含まれているときは、次のⅰ又はⅱにより算出した当該助成対象外部分の賃借料を１か月分の
賃借料から控除します。
ⅰ 賃貸借契約書に定められた１か月の賃借料から助成対象外部分の賃借料が明確に区分できるときは、

その額
ⅱ 賃貸借契約書に定められた１か月分の賃借料から助成対象外部分の賃借料が明確に区分できないと

きは、１か月分の賃借料の額に当該１か月分の賃借料の積算の基礎となった全体の作業員施設の延べ
床面積に対する助成対象外部分の延べ床面積の比率を乗じて得た額

３. 助成額

支給対象費用の５分の３＜４分の３＞に相当する額です（ただし、助成対象となるのは１の建
設工事現場につき上記（１）の区分ごとに１施設に限ります。） 。

また、一事業年度あたり60万円を上限とします。
※＜＞内は生産性要件（5ページをご覧ください）を満たした場合の支給額です。
※助成額は100円未満切り捨てとなります。
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① 計画届の届出
女性専用作業員施設設置助成コース（経費助成）の支給を受けようとする中小建設事業主は、

事業を実施しようとする原則２週間前までに、必要書類一式を主たる事業所の所在地を管轄する
都道府県労働局（以下「管轄都道府県労働局」という。また、都道府県労働局によってはハロー
ワークでも受け付ける場合もあります。）に提出してください。

４. 手続き

中
小
建
設
事
業
主

①計画届の届出

人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）
（女性専用作業員施設設置経費助成））計画届（建作様式第２号の３）
及び添付書類

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

② 計画届の変更
計画届を提出した中小建設事業主は、賃貸期間の延長、所要費用の増額等に伴い、届け出た所要

費用見込額の総額を超える場合は、事前に必要書類一式管轄都道府県労働局に提出してください。

中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

②計画変更の届出

人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性専用
作業員施設設置経費助成））支給申請書（建作様式第５号の３）

ロ 助成対象期間は、助成金の支給の対象となった最初の日から起算して１か月以上１２か月以下です。
ただし、当該建設工事現場における女性の建設労働者の就労日数が１０日に満たない月に係る賃借

料については助成対象外とします（賃借期間が月の途中から始まる月、又は月の途中で終了する月に係
る必要な女性の建設労働者の就労日数は、当月の賃借日数を３０で除した値を１０に乗じた日数（小数
点第１位切り下げ）以上とします。）。
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③ 支給申請
事業の終了した日の属する月に応じ、原則として次の表に掲げる区分に応じて、必要書類一式を

管轄都道府県労働局に提出してください。

実施月 ４月、５月、６月 ７月、８月、９月 10月、11月、12月 １月、２月、３月

提出期間
７月１日から８月
末日まで

10月１日から11
月末日まで

翌年の１月１日から２月
末日まで

３月１日から５月
末日まで

中
小
元
方
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

③支給申請
人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性

専用作業員施設設置経費助成））支給申請書（建作様式第５号の3）及び添
付書類

④支給決定（又は不支給決定）

45ページ（各コース共通提出書類）及び52ページをご覧ください。
５. 提出書類



建設労働者認定訓練コース（経費助成）

１．受給できる中小建設事業主

次の要件のいずれにも該当する中小建設事業主

・都道府県から認定訓練助成事業費補助金（運営費）又は広域団体認定訓練助成金の交付を
受けて、認定訓練を行う雇用保険の適用を受ける中小建設事業主

・雇用管理責任者を選任していること

人材開発支援助成金

２．算定の対象となる者

広域団体認定訓練助成金又は認定訓練助成事業費補助金の交付対象となっている者であること

３．助成の対象となる訓練課程・訓練科

職業能力開発促進法第24条第１項に規定する認定職業訓練又は同法第27条第１項に規定する指導
員訓練のうち、別に定める建設関連の訓練に限ります。
なお、経理事務・営業販売的な要素を持つ訓練は、この助成金の対象とはなりません。

４．助成額

広域団体認定訓練助成金の支給又は認定訓練助成事業費補助金の交付を受けて都道府県が行う助
成により助成対象経費とされた額の６分の１に相当する額です。
※助成額は100円未満切り捨てとなります。

５．手続き

①計画届の届出

人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））計画届
（建認様式第１号）及び添付書類

① 計画届の届出
人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））の支給を受けようとする中小

建設事業主は、事業を実施しようとする日の原則１か月前（４月１日から６月末日までに事業を
開始する場合は５月末日）までに、必要書類一式を主たる事業所の所在地を管轄する都道府県労
働局（以下「管轄都道府県労働局」という。また、都道府県労働局によってはハローワークでも
受け付ける場合もあります。）に提出してください。
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中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク



③ 支給申請の手続き
認定訓練終了後、都道府県より認定職業訓練（建設関連）の補助額（助成額）に係る精算確定

の通知が発出された日の翌日から原則２か月以内に、必要書類一式を管轄都道府県労働局に提出
してください。

③支給申請

人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））支給申請
書（建認様式第３号）

④支給決定（又は不支給決定）

45ページ（各コース共通提出書類）及び53ページをご覧ください。

６．提出書類
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② 計画届の変更
計画届を提出した中小建設事業主は、届け出た内容に変更（①訓練の実施計画の内容を著しく

変更する場合、②添付書類の内容に変更が生じた場合（軽微な場合を除く））が生じるときは、
事前に必要書類一式を管轄都道府県労働局に提出してください。

②計画変更の届出

人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））変更届
（建認様式第２号）及び添付書類
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建設労働者認定訓練コース（賃金助成）

１．受給できる中小建設事業主

次の要件のすべてに該当する中小建設事業主

・雇用保険の適用事業主であること
・雇用する建設労働者に対して認定訓練を受講させ、その期間、通常の賃金の額以上の賃金を支払う
こと

・雇用保険法施行規則による人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練
コース）（認定訓練を行う施設に建設労働者を派遣する場合に限る）の支給決定を受けたこと

・雇用管理責任者を選任していること

※人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練コース）は訓練実施１か月前まで
に事前の計画届等の提出が必要です。詳しくは各助成金のパンフレットを御確認いただくか、労働局にお問
い合わせください。

職業能力開発促進法第24条第１項に規定する認定職業訓練又は同法第27条第１項に規定する指導

員訓練のうち、別に定める建設関連の訓練に限ります。
なお、経理事務・営業販売などの訓練は対象とはなりません。

３．助成の対象となる訓練課程・訓練科（建設労働者認定訓練コース（経費助成）と同じ）

２．算定の対象となる建設労働者

中小建設事業主が雇用している雇用保険の被保険者である建設労働者で、その中小建設事業主が認

定訓練を受講させたもの。

算定対象の建設労働者１人につき、日額4,750円＜6,000円＞です。

※＜＞内は生産性要件（５ページをご覧ください）を満たした場合の支給額です。
※助成額は100円未満切り捨てとなります。

４．助成額

人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（賃金助成））の支給を受けようとする中小建設事
業主は、雇用保険適用事業所ごとに、認定訓練を修了した日の翌日から起算して原則２か月以内に、必
要書類一式を認定訓練を受講させた労働者を雇用する事業所を管轄する労働局（都道府県労働局によっ
てはハローワークでも受け付ける場合もあります。）に提出してください。

５．支給申請の手続き

中
小
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主

都
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局
、
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ー
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①人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育
成訓練コース）の支給申請

②人材開発支援助成金〔建設労働者認定訓練コース（賃金助成）〕
の支給申請
人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（賃金助成））支給申請書（建

認様式第４号）及び添付書類

③人材開発支援助成金（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育
成訓練コース）の支給決定

④人材開発支援助成金〔建設労働者認定訓練コース（賃金助成）〕
の支給決定

６．提出書類
45ページ（各コース共通提出書類）及び54ページをご覧ください。

＜支給上限額＞
１事業所への１の年度（支給申請年月日を基準とし、同年度４月１日から翌年３月31日まで）の

建設労働者認定訓練コース（賃金助成）に係る支給額の合計として1,000万円が上限となります。
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建設労働者技能実習コース（経費助成）／（賃金助成）

１．受給できる建設事業主

イ 技能実習を実施する次のいずれかに該当する中小建設事業主
・「Ａの中小建設事業主」（イメージ図①を参照）
・「中小建設事業主」であって、技能実習の受講者の３分の２以上が、この企業において「Ａの

事業所」で雇用される建設労働者及び下請である「Ａの中小建設事業主」（「Ａの中小建設事
業主」に限る）で雇用される建設労働者であること（イメージ図②を参照）

・雇用管理責任者を選任していること
※Ａ・Ｂの中小建設事業主の定義については4ページ参照

● イメージ図

①のケース

Ａの中小建設事業主

建設労働者１人以上

雇
用

②のケース（受講者６人の場合）

建設労働者
２人

雇
用

Ｂの中小建設事業主

建設労働者
２人

Ａの中小建設事業主

建設労働者
２人

下
請

◎このケースでは受講者６人のうち、Ｂの中小建設事業主に雇用されている
Ａの事業所の建設労働者と、下請のＡの中小建設事業主に雇用されている建
設労働者の合計が４人以上かつ、Ｂの中小建設事業主に雇用されているＡの
事業所の建設労働者が１人以上であることが必要です。

また、下請のAの中小建設事業主は賃金助成を行うことはできますが、経
費助成を行うことはできません。

Ａ
の
事
業
所

Ｂ
の
事
業
所

２．算定の対象となる建設労働者
次のいずれかに該当する雇用保険被保険者である建設労働者であり、実際に訓練を受けた時間数が

受講時間数の7割以上の者。（女性建設労働者に技能実習を行う場合は「中小建設事業主」を「建設
事業主」に読み替え）

・助成の対象となる技能実習を行う「Ａの中小建設事業主」に雇用されている建設労働者
・助成の対象となる技能実習を行う「Ｂの中小建設事業主」に雇用されている建設労働者のうち、

「Ａの事業所」に雇用されている建設労働者
・助成の対象となる技能実習を行う「Ａ又はＢの中小建設事業主」と直接の下請関係にある、

「Ａの中小建設事業主」に雇用されている建設労働者

(○) (○)(×)

ロ 雇用している雇用保険被保険者である建設労働者に、所定労働時間内に受講させ、その期間の所
定労働時間に労働した場合に支払われる通常の賃金の額以上の賃金を支払った場合に助成対象とな
ります。

また、建設労働者の所定労働時間外及び休日に技能実習を受講させた場合は、以下の①又は
②の場合は助成の対象となります。

① 所定労働時間外に実施する技能実習を受けさせた場合
所定の賃金（所定労働時間労働した場合の通常の賃金の額に加え、労働基準法に定める割増賃

金を支払うべき場合には、所定の割増をした額の賃金）以上の額を支給する場合

② 所定労働日以外の休日に実施する技能実習を受けさせた場合
受講日について振替休日を与え、又は労働基準法に定める割増賃金を支払うべき場合には、所

定の割増をした額の賃金以上の額を支給する場合

次のイ及びロに該当する建設事業主が対象となります。（自らが雇用する女性建設労働者に技能
実習を行う場合は「中小建設事業主」を「建設事業主」に読み替え）
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№ 実習内容

中小建設
事業主が
自ら行う

場合

登録教習
機関に委
託して行
う場合

登録基幹技
能者講習実
施機関に委
託して行う

場合

職業訓練
法人に委
託して行
う場合

所属する中
小建設事業
主団体※2

に委託して
行う場合

建設事業
主が自ら
行う場合

所属する建
設事業主団
体※2に委

託して行う
場合

①
建設工事における作業に直
接関連する実習（②から⑥
以外のもの）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

②
労働安全衛生法で定める特
別教育（39ページ・表１
に限る）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

③

労働安全衛生法に基づく危
険有害業務従事者に対する
安全衛生教育（40ペー
ジ・表２に限る）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

④
労働安全衛生法に基づく教
習及び技能講習（41～42
ページ・表３に限る）

× ○ × × × × ×

⑤

職業能力開発促進法に規定
する技能検定試験のための
事前講習（43ページ・表
４に限る）

○ ○ ○ × ○ ○※1 ○※1

⑥
建設業法施行規則に規定す
る登録基幹技能者講習
（44ページ・表５参考）

× × ○ × × × ×

⑦
技能継承に係る指導方法の
向上のための講習※3 × × × ○ × × ×

(※2) 所属する中小建設事業主団体に委託して技能実習を実施する場合は、次のいずれにも該当する中小建
設事業主団体に限ります（建設事業主団体の場合は「中小建設事業主」を「建設事業主」に読み替え）。

・ 団体の構成員のうち、建設事業主が50％以上を占めていて、その建設事業主のうち中小建設事業主が
３分の２以上を占めていること

・ 構成員である建設事業主の50％以上の者が雇用保険に加入していること
・ 実施する技能実習の受講者のうち３分の２以上が、「Aの中小建設事業主」に雇用される建設労働者及

び「Ｂの中小建設事業主」のうち「Ａの事業所」に雇用される建設労働者であること
・ 訓練を実施する中小建設事業主団体が人材開発支援助成金〔建設労働者技能実習コース（経費助

成）〕に係る計画届を提出し、受理されていること

３．助成の対象となる技能実習

イ 次の（1）～（３）のすべての要件を満たす技能実習で下の表に「○」があるもの
（１）１日１時間以上であること。また、①、⑤及び⑦については、合計10時間以上

（①には実技・学科の時間の割合は問いませんが、１時間以上は実技の時間を設けること）
※１日の時間数が１時間以上であっても、訓練と直接関連のない単なる開・閉講式やオリエン
テーションなどは、助成の対象となりません。なお試験時間は対象に含まれます。

（２）技能実習の期間は最長でも６か月以内とすること
（３）下表①、⑤（登録教習機関等へ委託する場合を除く）の実習の指導員は、その実習の内容に直

接関連する職種に関する職業訓練指導員免許を有する者、１級技能検定に合格した者、その他管
轄労働局長がこれらと同等以上の能力があると認める者であること

※職場訓練（労働者を日常の職場で業務に就かせたまま行う訓練）及び営業活動の一環として行う
技能実習は助成の対象になりません。

※労働者本人から技能実習に要した費用を徴収する場合は助成の対象になりません。
確認のため、現金出納帳等の会計帳簿の提出を求めることがあります。

※認定訓練（都道府県より補助又は助成を受けて行われる場合）は助成の対象になりません。

次のイ又はロに該当する技能実習が対象となります。

(※1) 中小建設事業主以外の建設事業主が、イ．雇用する女性建設労働者に技能実習（①～③、⑤に限
る）を行う場合、ロ．所属する建設事業団体に対し、雇用する女性建設労働者に係る技能実習（①～
③、⑤に限る）を委託して行う場合に限ります。
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(※3) 建設関係の認定訓練において指導員の補助者として訓練に入り、実際の訓練の中で指導員から指導の
方法を学ぶという形態の講習です。



４．助成額

イ 経費助成

（１） 中小建設事業主（技能実習の開始日時点で企業全体の雇用する雇用保険被保険者数２０人
以下）の場合
助成対象費用の区分ごとの基準により算定した合計額の４分の３＜10分の9＞

※ 被災三県（岩手県、宮城県、福島県）に所在する中小建設事業主については助成率を
10分の10に拡充しています。

（２） 中小建設事業主（技能実習の開始日時点で企業全体の雇用する雇用保険被保険者数２１人
以上）の場合
①35歳未満の労働者について

助成対象費用の区分ごとの基準により算定した合計額の１０分の７＜２０分の１７＞
②35歳以上の労働者について

助成対象費用の区分ごとの基準により算定した合計額の２０分の９＜５分の３＞

※ 被災三県（岩手県、宮城県、福島県）に所在する中小建設事業主については労働者の年齢に関
わらず助成率を５分の４に拡充しています。

（３） 中小建設事業主以外の建設事業主が自らが雇用する女性建設労働者に技能実習を行う場合
助成対象費用の区分ごとの基準により算定した合計額の5分の3＜４分の３＞

※１つの技能実習について、１人あたり10万円を限度とします。
※ ＜＞内は生産性要件（５ページをご覧ください）を満たした場合の助成額です。
※経費助成のみの申請についても賃金台帳等により34ページ１．ロの賃金の支払いを確認します。
※助成額は100円未満切り捨てとなります。

助成対象費用 基準 限度額

指導員謝金 実費相当額（部外指導員に限る）

ひとつの技能実
習について、１
人あたり10万
円

指導員旅費 実費相当額（交通費に限る）

実習場所の借上料
実費相当額（一般的に料金表に基づき有料
で賃貸されている会場である場合に限る）

建設機械の借上料 実費相当額

教材費、消耗品代等で技能実習
に直接必要とする費用

実費相当額

委託費（技能実習を登録教習機
関等に委託する場合の費用）

委託費（１人あたりの受講料に受講者数を
乗じて得た額）

ロ 次の（1）～（２）のすべての要件を満たす技能実習であるもの
（1）建設業法で定める技術検定に関する講習であり、受講を開始する日において雇用保険法で定め

る教育訓練給付金の支給対象であること（「通学制」の講座として指定を受けたものに限る）
対象となる講習については、厚生労働省ホームページ（教育訓練講座検索システム）をご覧い

ただくか、都道府県労働局にお尋ねください。
（2）雇用保険法に定める指定教育訓練実施者に委託して行うこと

※建設業法で定める技術検定の検定種目は以下のとおりです。

建設機械施工 土木施工管理 建築施工管理

電気工事施工管理 管工事施工管理 造園施工管理

※都道府県の職業能力開発施設及び独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の職業能力開発
施設が実施している訓練の受講料、教科書代等の経費は、助成対象となりません。
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ロ 賃金助成
（１） 中小建設事業主（技能実習の開始日時点で企業全体の雇用する雇用保険被保険者数２０人

以下）の場合
技能実習を受講させた建設労働者１人につき7,600円＜9,600円＞ に技能実習を受講させた日

数（１日３時間以上受講した日に限る）を乗じて得た額で、ひとつの技能実習について20日分を
限度とします。

（２） 中小建設事業主（技能実習の開始日時点で企業全体の雇用する雇用保険被保険者数２１人
以上）の場合

技能実習を受講させた建設労働者１人につき6,650円＜8,400円＞に技能実習を受講させた日
数（１日３時間以上受講した日に限る）を乗じて得た額で、ひとつの技能実習について20日分を
限度とします。

※ ＜＞内は生産性要件（５ページをご覧ください）を満たした場合の支給額です。
※中小建設事業主以外の建設事業主及び中小建設事業主団体以外の建設事業主団体が自らが雇用する女
性建設労働者に技能実習を行う場合は、経費助成のみの支給となります。

※助成額は100円未満切り捨てとなります。

ハ 経費助成及び賃金助成の支給上限額
１事業所への１の年度（支給申請年月日を基準とし、同年度４月１日から翌年３月31日まで）の技
能実習コースに係る経費助成及び賃金助成の支給額の合計として500万円が上限となります。
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①計画届の届出

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成）（賃金助
成））計画届（建技様式第１号）及び添付書類

① 計画届の届出

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（賃金助成）/（経費助成））の支給を受け
ようとする建設事業主は、雇用保険適用事業所ごとに、技能実習を実施しようとする日の３か月
前から原則１週間前までに必要書類一式を技能実習の受講者が属する事業所の所在地を管轄する
都道府県労働局（以下「管轄都道府県労働局」という。また、都道府県労働局によってはハロー
ワークでも受け付ける場合もあります。）に提出してください。

なお、10月１日以降に開始する技能実習のうち、登録教習機関、登録基幹技能者講習実施機関、
職業訓練法人又は指定教育訓練実施者に委託して実施する場合、計画届の提出は不要です。

５. 手続き



③ 支給申請書の提出
技能実習を終了した日の翌日から起算して原則２か月以内に、必要書類一式を管轄都道府県労働局

に提出してください。
※技能実習を行った期間の賃金の支払日から支給申請期限まで２週間未満の場合については、

技能実習を行った期間の賃金の支払日から２週間以内に提出してください。

中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

③支給申請

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成・賃金助
成））支給申請書（建技様式第３号）及び添付書類

④支給決定（又は不支給決定）

45ページ（各コース共通提出書類）及び54～56ページをご覧ください。

６．提出書類
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② 計画届の変更
計画届を提出した建設事業主は、｢実施日｣、｢実習内容｣、｢講習実施機関名（主催者名）｣、「実

施場所」に変更が生じる場合は、事前に（※）必要書類一式を管轄都道府県労働局に提出してくださ
い。

なお、変更後の技能実習の開始日は、当初の計画届の届出日の１週間後から２か月後までの期間
となります。当初の計画届の提出日から２か月を超える日に技能実習を開始する場合は、新たに計画
届の届出を行ってください。

※ 技能実習の開始日が変更となる場合については、変更後の開始日より前に提出してください。

中
小
建
設
事
業
主

都
道
府
県
労
働
局
、

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

②計画変更の届出

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成）（賃金
助成））変更届（建技様式第２号）及び添付書類



表１
労働安全衛生法に定める特別教育の時間

区 分
特別教育の時間

学 科 実 技

労働安全衛生規則第３６条 時間 時間

第3号 アーク溶接 １１ １０

第4号 電気取扱い(高圧) １１ １５

〃 (低圧) 7 7

第5号の3 不整地運搬車(1t未満)の運転 6 6

整地・運搬
第9号 小型車両系建設機械 ・積込用 の運転

及び掘削用
7 6

〃 (基礎工事用) 〃 7 6

〃 (解体用) 〃 ７ ７

第9号の2 基礎工事用建設機械の運転 7 5

第9号の3 車両系建設機械(基礎工事用)の作業装置の操作 5 4

第１０号 ローラーの運転 6 4

第１０号の2 車両系建設機械(コンクリート打設用)の作業装
置の操作

7 5

第１０号の3 ボーリングマシンの運転 7 5

第１０号の4 ジャッキ式つり上げ機械の調整又は運転 6 4

第１０号の5 高所作業車(1Om未満)の運転 6 3

第１１号 巻上げ機の運転 6 4

第１３号 軌道装置の動力車の運転 6 4

第１５号 クレーンの運転 9 4

第１６号 移動式クレーン(1t未満)の運転 9 4

第１７号 デリックの運転 9 4

第１８号 建設用リフトの運転 5 4

第１９号 玉掛け 5 4

第２０号 ゴンドラ操作 5 4

第２０号の2 作業室及び気閘室へ送気するための空気圧縮機
を運転する業務

１０ 2

第２１号 高圧室内作業に係る作業室への送気の調節を行うた
めのバルブ又はコックを操作する業務

１０ 2

第２２号 気閘室への送気又は気閘室からの排気の調整を行う
ためのバルブ又はコックを操作する業務

9 3

第２３号 潜水作業者への送気の調節を行うためのバルブ又は
コックを操作する業務

9 2

第２４号 再圧室を操作する業務 9 3

第３８号 ①除染等業務（下段②を除く） 4 1.5

②特定汚染土壌等取扱業務 3.5 1

③特定線量下業務 2.5 －

第３９号 足場の組立て、解体又は変更の作業に係る業務（地
上又は堅固な床上における補助作業の業務を除く）

６ －
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表2

労働安全衛生法に基づく危険有害業務従事者に対する
安全衛生教育の時間

（危険又は有害な業務に現に就いている者に対する安全衛生教育に関する指針 別表）

区 分 安全衛生教育の時間

５ クレーン運転士安全衛生教育 ６

６ 移動式クレーン運転士安全衛生教育 ６

７ ガス溶接業務従事者安全衛生教育 ５

９ 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び採掘用）運転業務
従事者安全衛生教育

６

９の２ 車両系建設機械（基礎工事用）運転業務従事者安全衛生教育 ６

12 ローラー運転業務従事者安全衛生教育 ６

15 玉掛業務従事者安全衛生教育 ５
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表３

労働安全衛生法に定める教習及び技能講習の時間

区 分
教習時間又は講習時間

学 科 実 技

労働安全衛生法第７５条別表第１７(教習) 時間 時間

2 クレーン運転実技教習 （試験及び補習）※ 9

3 移動式クレーン運転実技教習 （試験及び補習）※ 9

労働安全衛生法第７６条別表第１８(技能講習) － －

5 地山の堀削及び土止め支保工作業主任者技能講習 １７ －

6 ずい道等の堀削等作業主任者技能講習 １３ －

7 ずい道等の覆工作業主任者技能講習 １３ －

8 型枠支保工の組立て等作業主任者技能講習 １３ －

9 足場の組立て等作業主任者技能講習 １３ －

１０ 建築物等の鉄骨の組立て等作業主任者技能講習 １１ －

１１ 鋼橋架設等作業主任者技能講習 １１ －

１２ コンクリート造の工作物の解体等作業主任者技能講習 １３ －

１３ コ ン ク リ ー ト 橋 架 設 等 作 業 主 任 者 技 能 講 習 １１ －

１７ 木造建築物の組立て等作業主任者技能講習 １３ －

２４ 酸素欠乏危険作業主任者技能講習 9 3

２５ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習 １１．５ 4

２６ 床上操作式クレーン(5t以上)運転技能講習 １３ 7

〃 １０ 6

〃 １３ 6

２７ 小型移動式クレーン(1t以上5t未満)運転技能講習 １３ 7

〃 １０ 6

〃 １０ 7

〃 １３ 6

２８ ガス溶接技能講習 8 5

整地・運搬
３１ 車両系建設機械 ・積込用 運転技能講習

及び掘削用
１３ ２５

〃 9 ２５

〃 １３ 5

〃 9 5

〃 5 5

〃 4 2
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表３

労働安全衛生法に定める教習及び技能講習の時間

３２ 車両系建設機械(解体用)運転技能講習 １３ ２５

〃 6 5

〃 2 1

〃 9 5

〃 １３ 5

〃 9 ２５

〃 3 2

３３ 車両系建設機械(基礎工事用)運転技能講習 １４ ２５

〃 4 5

〃 6 １５

〃 7 １５

〃 １０ １５

〃 １４ １５

３４ 不整地運搬車(１t以上)運転技能講習 １１ ２４

〃 ７ 4

〃 １１ 4

〃 7 ２４

３５ 高所作業車(１０m以上)運転技能講習 １１ 6

〃 6 6

〃 8 6

３６ 玉掛け技能講習 １２ 7

〃 9 6

〃 １２ 6

〃 １１ 5

〃 １１ 4
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区 分
教習時間又は講習時間

学 科 実 技

※ 試験及び補習については必須では無く、学科試験に向けた独自の試験及び補習を実施した場合には助成対
象に含めることを指しております。



表４

建設関連技能検定職種一覧

注） ○印を付した技能検定職種は、単一等級の技能検定職種を表す。

番 号 検 定 職 種 番 号 検 定 職 種

1 造 園 ○２２ （削除）

2 さく井 ○２３ 厨房設備施工

3 鉄 工 ２４ 型枠施工

4 建築板金 ２５ 鉄筋施工

5 建設機械整備 ２６ 防水施工

6 冷凍空気調和機器施工 ○２７ 樹脂接着剤注入施工

7 建具製作 ２８ 内装仕上げ施工

8 石材施工 ２９ （削除）

9 建築大工 ３０ カーテンウォール施工

○１０ 枠組壁建築 ３１ 熱絶縁施工

１１ かわらぶき ３２ サッシ施工

１２ と び ○３３ バルコニー施工

１３ 左 官 ３４ ガラス施工

○１４ れんが積み ３５ ウェルポイント施工

１５ 築 炉 ３６ （削除）

１６ ブロック建築 ３７ 表 装

○１７ エーエルシーパネル施工 ３８ 塗 装

○１８ （削除） ○３９ 路面標示施工

１９ タイル張り ４０ コンクリート圧送施工

２０ 畳製作 ４１ 自動ドア施工

２１ 配 管 ４２ 広告美術仕上げ
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表５ 各専門工事業団体における登録基幹技能者講習実施状況

№ 資格名称 職種 団体名

１ 登録圧接基幹技能者 鉄筋 全国圧接業協同組合連合会

２ 登録橋梁基幹技能者 橋梁架設 (一社)日本橋梁建設協会

３ 登録PC工事基幹技能者 PC橋梁架設 プレストレスト・コンクリート工事業協会

４ 登録電気工事基幹技能者 電気工事 (一社)日本電設工業協会

５ 登録造園基幹技能者 造園
(一社)日本造園建設業協会
(一社)日本造園組合連合会

６ 登録機械土工基幹技能者 土工・コンクリート (一社)日本機械土工協会

７ 登録建築板金基幹技能者 板金 (一社)日本建築板金協会

８ 登録鉄筋基幹技能者 鉄筋 (公社)全国鉄筋工事業協会

９
登録サッシ・カーテンウォール基幹技能
者

ｻｯｼ･ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ
(一社)日本サッシ協会
(一社)カーテンウォール・防火開口部協会

１０ 登録外壁仕上基幹技能者 外壁仕上工事 日本外壁仕上業協同組合連合会

１１ 登録型枠基幹技能者 型枠大工 (一社)日本型枠工事業協会

１２ 登録内装仕上工事基幹技能者 内装
(社)全国建設室内工事業協会
日本建設ｲﾝﾃﾘｱ事業協同組合連合会
日本室内装飾事業協同組合連合会

１３ 登録配管基幹技能者 管工事
(一社)日本空調衛生工事業協会
(一社)日本配管工事業団体連合会
全国管工事業協同組合連合会

１４ 登録トンネル基幹技能者 トンネル工事 (一社)日本トンネル専門工事業協会

１５ 登録コンクリート圧送基幹技能者 ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送工事 (一社)全国コンクリート圧送事業団体連合会

１６ 登録鳶・土工基幹技能者 とび・土工
(一社)日本建設躯体工事業団体連合会
(一社)日本鳶工業連合会

１７ 登録左官基幹技能者 左官 (一社)日本左官業組合連合会

１８ 登録建設塗装基幹技能者 塗装 (一社)日本塗装工業会

１９ 登録ダクト基幹技能者 ダクト工事
(一社)日本空調衛生工事業協会
(一社)全国ダクト工業団体連合会

２０ 登録防水基幹技能者 防水工事 (一社)全国防水工事業協会

２１ 登録ｴｸｽﾃﾘｱ基幹技能者 建築ﾌﾞﾛｯｸ･ｴｸｽﾃﾘｱ工事
(一社)日本建築ﾌﾞﾛｯｸ･ｴｸｽﾃﾘｱ工事業協会
(公社)日本エクステリア建設業協会

２２ 登録海上起重基幹技能者 土工・しゅんせつ (一社)日本海上起重技術協会

２３ 登録切断穿孔基幹技能者 とび・土工 ダイヤモンド工事業協同組合

２４ 登録保温保冷基幹技能者 熱絶縁工事 (一社)日本保温保冷工業協会

２５ 登録グラウト基幹技能者 とび・土木 (一社)日本グラウト協会

２６ 登録冷凍空調基幹技能者 管工事 (一社)日本冷凍空調設備工業連合会

２７ 登録運動施設基幹技能者 運動施設工事 (一社)日本運動施設建設業協会

２８ 登録基礎工基幹技能者 とび・土工
全国基礎工業協同組合連合会協同組合
(一社)日本基礎建設協会

２９ 登録タイル張り基幹技能者 ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ (一社)日本タイル煉瓦工事工業会

３０ 登録標識・路面標示基幹技能者
(道路標識)とび・土工
(路面標示)塗装

(一社)全国道路標識・標示業協会

３１ 登録消火設備基幹技能者 消防施設工事 消防施設工事協会

３２ 登録建築大工基幹技能者 建築大工 (一社)全国中小建築工事業団体連合会

３３ 登録硝子工事基幹技能者 ガラス工事
全国板硝子工事協同組合連合会
全国板硝子商工協同組合連合会

注） 平成３０年４月現在。なお、新たに国土交通大臣の登録を受けた講習についても助成対象となります。
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提 出 書 類
各コースについて、計画の届出及び支給申請に必要となる書類は以下のとおりです。

□ 「支給要件確認申立書」（共通要領様式第１号）

□ 支払方法・受取人住所届

② 支給申請に必要な書類

①計画変更の届出に必要な書類（トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライア
ル雇用助成コース）、人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基
幹技能者の処遇向上支援助成）及び人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（賃金助
成））以外）

□ 各コース計画変更の届出

□ 人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース
（建設分野）（事業主経費助成））は、変更後の事業計画内訳書（建魅様
式第1号別紙）

□ 変更となる内容が確認できる書類

＜各コース共通＞

様式は厚生労働省ホームページにも掲載しています。
ホームページから裏面のある様式を印刷する際は裏面も印刷してください。
建設事業主等を対象とした助成金ページのURL：
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/
kensetsu-kouwan/kensetsu-kaizen.html

１．トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）

□ トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）支給申
請書（建ト様式第１号）

□ 労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書（写）又は労働保険料等納
入通知書（写）

□ Aの中小建設事業主であることを確認できる書類（建設業許可番号が記載
された書類、定款、登記事項証明書（写）、資本及び労働者数が記載され
た書類、事業内容を記載した書類、等）

□ 「トライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書（一般ト
ライアルコース）」又は「障害者トライアル雇用等結果報告書兼障害者ト
ライアル雇用助成金支給申請書（障害者トライアルコース）」(写し)(共通
様式第２号)

□ 算定の対象となる建設労働者であることを確認できる書類（求人票（写）、
雇用契約書、労働条件通知書等）

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類
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２．人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成））

支給申請に必要な書類

□ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度コース（建設分野）（入職率目標達
成助成（第１回）））支給申請書（建雇様式第６号）

□ 労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書（写）又は労働保険料等納
入通知書（写）

□ Ａの中小建設事業主であることを確認できる書類（建設業許可番号が記載
された書類、定款、登記事項証明書（写）、資本及び労働者数が記載され
た書類、事業内容を記載した書類、等）

□ 「人材確保等支援助成金支給申請書」等(写)(様式第a-６号)

□ 入職状況調査票（建雇様式第６号別紙①及び②）

□ 評価時入職率等算定期間（第１回）及び計画時算定期間に新たに入職した
35歳未満の労働者及び女性労働者に係る雇用保険被保険者資格取得等確
認通知書（事業主通知用）（写）

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

【入職率目標達成助成（第１回）】

【生産性要件を満たし、助成額の増額を受ける場合】

□ 生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）及び算定の根拠となる証拠
書類（損益計算書、総勘定元帳、等）、等

【入職率目標達成助成（第２回）】

□ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度コース（建設分野）（入職率目標達
成助成（第２回）））支給申請書（建雇様式第６号の２）

□ 労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書（写）又は労働保険料等納
入通知書（写）

□ Ａの中小建設事業主であることを確認できる書類（建設業許可番号が記載
された書類、定款、登記事項証明書（写）、資本及び労働者数が記載され
た書類、事業内容を記載した書類、等）

□ 雇用管理制度助成コース（建設分野）（整備助成）（目標達成助成（第１
回））支給決定通知書（写）

□ 入職状況調査票（建雇様式第６号の２別紙）

□ 評価時入職率等算定期間（第２回）に入職した35歳未満の労働者及び女
性労働者に係る雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）
（写）

□ 評価時入職率等算定期間（第２回）における雇用保険一般被保険者の離職
状況が分かる書類（離職証明書（写）、雇用保険被保険者資格喪失確認通
知書（事業主通知用）（写）、等）

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類
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□ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹
技能者の処遇向上支援助成））増額改定整備計画(変更)書（建雇様式第１
号）

□ 改定前賃金総額内訳確認票（建雇様式第２号）

□ Ａの中小建設事業主であることを確認できる書類（建設業許可番号が記載
された書類、労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書（写）又は労
働保険料等納入通知書（写）、定款、登記事項証明書（写）、資本及び労
働者数を記載した資料、事業内容を記載した書類等）

□ 現行の労働協約又は就業規則

□ 現行の給与規程等（賃金テーブル又は登録基幹技能者に適用されている手
当の単価や適用条件等が規定された書類）

□ 各改定後賃金算定期間に適用を予定している増額改定の概要が分かる資料

□ 賃金台帳（改定前賃金算定期間に係る基本給、各種手当、賞与など賃金の
支払い状況が確認できるものに限る）

□ 労働保険料の算定基礎として計上している賃金総額の内訳（基本給、各種
手当、賞与など）が確認できる書類

□ 登録基幹技能者講習の修了証の写

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

３．人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹技能者の
処遇向上支援助成））

①増額改定整備計画の提出に必要な書類

□ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹
技能者の処遇向上支援助成））増額改定整備計画(変更)書（建雇様式第1
号）

□ 変更となる内容が確認できる書類

②増額改定整備計画の変更に必要な書類

【増額改定整備計画書の(6)「35歳未満の若年技能労働者」を「有」としている場合】

□ 雇用する若年技能労働者が技能労働者であることが分かる資料（作業員名
簿、建設技能関連資格の免許証又は修了証の写、建設技能関連の訓練の修
了書の写等）。
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□ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹
技能者の処遇向上支援助成））支給申請書（建雇様式第７号）

□ 労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書（写）又は労働保険料等納
入通知書（写）

□ 人材確保等支援助成金（雇用管理制度助成コース（建設分野）（登録基幹
技能者の処遇向上支援助成））増額改定整備計画認定通知書 （建雇様式
第３号）

□ 増額改定された賃金テーブル又は登録基幹技能者手当について規定されて
いる労働協約又は就業規則

□ 増額改定した賃金テーブル及び登録基幹技能者手当の内容や適用条件等が
確認できる書類（支給申請日現在で有効である給与規定、賃金テーブル、
手当規程その他）

□ 増額改定した賃金テーブルの基本給及び登録基幹技能者手当による賃金を
実際に支払ったことが確認できる書類

□ 賃金台帳及び出勤簿等出勤状況が確認できる書類
（当該支給申請に係る改定後賃金算定期間の初日から末日までに
係るすべての月分）

□ 改定後賃金総額内訳確認票（建雇様式第７号の２）

□ 計画書提出以降に若年技能労働者の募集又は求人申込みをしたことが分か
る書類

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

③支給申請に必要な書類

【生産性要件を満たし、助成額の増額を受ける場合】

□ 生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）及び算定の根拠となる証拠
書類（損益計算書、総勘定元帳、等）、等

４．人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分
野）（事業主経費助成））

□ 人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース
（建設分野）（事業主経費助成））計画届（建魅様式第１号）

□ 建設事業を行っている事業主に該当するかどうかが分かる書類（建設業許
可番号が記載された書類、登記事項証明書、定款、決算書（事業報告）、
会社案内等）

□ ｢労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書｣の写又は｢労働保険料等納
入通知書｣の写

□ 事業計画内訳書（建魅様式第1号別紙）

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

① 計画の届出に必要な書類
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□ 人材確保等支援助成金（若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース
（建設分野）（事業主経費助成））支給申請書（建魅様式第５号）

□ 事業報告書(建魅様式第５号別紙)

□ 支給対象費用別の内訳のわかる所要費用の領収書の写

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

② 支給申請に必要な書類

【共通】

【期間労働者の健康診断の実施の場合】

□ 検診証明書(建魅様式第６号)

□ 雇入通知書(写)、労働条件通知書(写)、雇用保険被保険者資格取得等確認
通知書(事業主通知用)(写)及び雇用契約書(写)のうちいずれか1つ

□ 医療機関からの領収書

【雇用管理研修等を実施した場合】

□ 受講者名簿及び助成金支給申請内訳書(建魅様式第７号)

【雇用管理研修等を受講させた場合】

□ 受講者名簿及び助成金支給申請内訳書(建魅様式第７号)

□ 賃金台帳（写）

５．人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作業員宿舎等
経費助成））

① 計画の届出に必要な書類

【作業員施設の場合】

□ 建設事業を行っている事業主であることが分かる書類（建設業許可番号が
記載された書類、登記事項証明書、定款、決算書(事業報告）、会社案内
等）

□ ｢労働保険概算･増加概算・確定保険料申告書｣の写又は｢労働保険料等納入
通知書｣の写

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（経
費助成））計画届（作業員宿舎・作業員施設）（建作様式第２号）

□ 賃借する施設の案内図、配置図、各階の平面図（カタログ可）

□ 賃貸借契約書の写

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類
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【賃貸住宅の場合】

□ 建設事業を行っている事業主であることが分かる書類（建設業許可番号が
記載された書類、登記事項証明書、定款、決算書(事業報告）、会社案内
等）

□ ｢労働保険概算･増加概算・確定保険料申告書｣の写又は｢労働保険料等納入
通知書｣の写

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（経費
助成））計画届（賃貸住宅）（建作様式第２号の２）

□ 公共職業安定所に申し込んでいる求人票の写

□ 賃貸借契約書の写等

□ 賃借する住宅の平面図等

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

【作業員宿舎の場合】

□ 建設事業を行っている事業主であることが分かる書類（建設業許可番号が
記載された書類、登記事項証明書、定款、決算書(事業報告）、会社案内
等）

□ ｢労働保険概算･増加概算・確定保険料申告書｣の写又は｢労働保険料等納入
通知書｣の写

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（経費
助成））計画届（作業員宿舎・作業員施設）（建作様式第２号）

□ 建築基準法第7条第5項の規定による検査済証の写（同法の適用を受ける
もののみ。）

□ 建設業附属寄宿舎規程に関する労働基準監督署への届出の写（受付印のあ
るもの。）

□ 賃借する宿舎の案内図、配置図、各階の平面図及び各居室の寄宿員数表

□ 賃貸借契約書の写及び寄宿予定者名簿

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類



【作業員宿舎の場合】

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作業
員宿舎等経費助成））支給申請書（作業員宿舎、作業員施設）（建作様式
第５号）

□ 労働基準法第95条第1項の規定による寄宿舎規則の写及び同法第96条の
2第1項の規定による寄宿舎設置届の写(第1回目に支給申請書を提出する
際に添付してください。)

□ 各月の賃借料の領収書(写)

□ 作業員宿舎の正面から撮影した全体の写真(第1回目の支給申請書を提出す
る際に添付してください。)

□ 「作業員宿舎・作業員施設使用状況報告書（建作別様式第４号）」

□ 寄宿者名簿(第1回目に支給申請書を提出するときに添付してください。変
更がない場合は２回目以降の支給申請の際に添付の必要はありません。)

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

【賃貸住宅の場合】

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作業
員宿舎等経費助成））支給申請書（賃貸住宅）（建作様式第５号の２）

□ 賃借する住宅の配置図、平面図（カタログ可）

□ 賃貸物件の所有者との賃貸借契約書の写（所有者が転貸借することを承諾
をしている旨の記載があるものに限る）

□ 各月の賃借料の領収書の写

□ 新たに採用した労働者に係る公共職業安定所からの紹介状の写

□ 新たに採用した労働者の労働条件通知書又は雇用契約書

□ 新たに採用した労働者の雇用保険被保険者資格取得届

□ 住民票（転居前後の住所が記載されたもの）

□ 住民票に記載された住所間の距離が60㎞以上離れていることがわかる地
図又はその他の書類

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類
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② 支給申請に必要な書類

【作業員施設の場合】

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（作業
員宿舎等経費助成））支給申請書（作業員宿舎、作業員施設）（建作様式
第５号）

□ 現場福利施設の案内図、配置図及び平面図

□ 各月の賃借料の領収書(写)

□ 現場福利施設の正面及び内部の写真(同写真は、第1回目の支給請求書に添
付すればよい。)

□ 「作業員宿舎・作業員施設使用状況報告書（建作別様式第４号）」

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類



６． 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性専用作業
員施設設置経費助成コース））

① 計画の届出に必要な書類

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性
専用作業員施設設置経費助成））計画届（建作様式第２号の３）

□ ｢労働保険概算･増加概算・確定保険料申告書｣の写又は｢労働保険料等納入
通知書｣の写

□ 作業員施設に関する図面、パンフレット、賃貸借契約書その他の書類

□ 当該建設工事現場における建設工事を施工主から受注したことが分かる書
類

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

□ 人材確保等支援助成金（作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）（女性
専用作業員施設設置経費助成））支給申請書（建作様式第５号の３）

□ 賃貸借契約書その他の書類

□ 当該作業員施設に係る図面及び写真（正面、内部、当該施設を含む建設工
事現場全体を撮影したもの）

□ 女性専用作業員施設使用状況報告書（建作別様式第４号の５）

□ 当該建設工事に係る工事工程表など工事計画の実績が明示された書類

□ 施行体制台帳（女性の建設労働者には印を付けたものであること）、作業
員名簿その他の当該建設工事現場における毎日の作業員の就労状況が分か
る資料（名簿の日付、作業員に係る氏名、所属事業所名が明示されており、
女性の建設労働者に印が付けられたもの）、下請建設事業主名簿

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

② 支給申請に必要な書類

52

【生産性要件を満たし、助成額の増額を受ける場合】

□ 生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）及び算定の根拠となる証拠
書類（損益計算書、総勘定元帳、等）、等
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※補助事業に係る精算確定に係る都道府県の通知書（建設関連の訓練に係る補助金の
確定額と建設関連以外の訓練に係る補助金の確定額が判別できるもの）、都道府県
に提出した精算報告書に添付された補助対象経費の内訳等であって、建設関連の訓
練に要した経費と建設関連以外の訓練に要した補助対象経費が判別できる書類など

７．人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））

① 計画の届出に必要な書類

② 支給申請に必要な書類

□ 人材開発支援助成金(建設労働者認定訓練コース（経費助成）)計画届
(建認様式第1号)

□ 認定訓練助成事業費補助金（運営費）交付申請書又は広域団体認定訓練助
成金支給申請書の写

□ 定款又は事業概要及び認定訓練校規約並びに雇用保険適用事業所番号、従
業員数、建設業許可番号等の記載された書類

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

□ 人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））支給申請
書(建認様式第３号)

□ 受講者名簿及び人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助
成））の助成金支給申請内訳書(建認様式第３号別紙1①②)

□ 人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（経費助成））の支給申
請に係る経費区分内訳書（建認様式第３号別紙2）

□ 認定訓練助成事業費補助金(運営費)交付決定通知書の写又は広域団体認定
訓練助成金支給決定通知書の写

□ 認定訓練助成事業費(運営費)補助事業実績報告書の写

□ 助成対象となる訓練科ごとの経費内訳が分かる書類（任意様式）※

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類



９．人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助成）／（賃金助成））

□ 人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（賃金助成））支給申請
書(建認様式第４号)

□ 「人材開発支援助成金支給申請書」等（写し）

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

８．人材開発支援助成金（建設労働者認定訓練コース（賃金助成））

支給申請に必要な書類
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【共通】

【生産性要件を満たし、助成額の増額を受ける場合】

□ 生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）及び算定の根拠となる証拠
書類（損益計算書、総勘定元帳、等）、等

① 計画の届出に必要な書類

□ 人材開発支援助成金(建設労働者技能実習コース（経費助成・賃金助成）)
計画届（建設事業主用）(建技様式第１号)

□ 訓練内容等が確認できる書類（実施主体の概要、内容、実施期間、場所等
の分かる書類（事前に対象者に配布したもの等）や訓練カリキュラム、受
講パンフレット等）

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

【事業主自らが（登録教習期間等への委託を行わず） 35ページの表に掲げる①又は⑤の
技能実習を実施する場合】

□ 指導員・担当科目表（建技様式第１号別紙）

□ 指導員の職務経歴書等

【共通】
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【生産性要件を満たし、助成額の増額を受ける場合】

□ 生産性要件算定シート（共通要領様式第２号）及び算定の根拠となる証拠
書類（損益計算書、総勘定元帳、等）、等

② 支給申請に必要な書類

□ 人材開発支援助成金(建設労働者技能実習コース（経費助成）（賃金助
成)）支給申請書(建技様式第３号)

□ 労働保険料概算・増加概算・確定保険料申告書（写）又は労働保険料等納
入通知書（写）

□ 助成対象となる中小建設事業主又は建設事業主であることを確認できる書
類（建設業許可番号が記載された書類、定款、登記事項証明書（写）、資
本及び労働者数が記載された書類、事業内容を記載した書類、等）

□ 受講者名簿及び人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース（経費助
成・賃金助成））の助成金支給申請内訳書（建技様式第３号別紙１）

□ 賃金台帳（写）

□ 就業規則（写）、雇用契約書（写）、休日カレンダー等の受講者の所定労
働日及び所定労働時間が分かる書類（写）

□ 出勤簿（写）、タイムカード（写）等の訓練期間中の出席状況を確認する
ための書類

□ 実施日ごとの科目時間数が分かるカリキュラム

□ その他管轄都道府県労働局長が必要と認める書類

【共通】

【登録教習機関等に委託して実施した場合】

□ 技能実習委託契約書(書式の参考として建技別様式第3号)(写)若しくは受講
申込書（訓練名称・期間、委託費・受講料等が明記されたもの）(写)

□ 委託費の領収書（委託技能実習の内容、1人あたりの受講料、受講者数等
の記載のあるもの）(写)
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□ 指導員・担当科目表（建技様式第３号別紙２）

□ 指導員の職務経歴書等

【事業主自らが（登録教習期間等への委託を行わず） 35ページの表に掲げる①又は⑤の
技能実習を実施し、計画の届出時から変更がある場合】

□ 事業所確認票(建技様式第３号別紙３)

【技能実習の開始日時点で企業全体の雇用する雇用保険被保険者20人以下であり、
技能実習を実施した事業所の他に雇用保険適用事業所を有する中小建設事業主の場合】

□ 所要経費の領収書の写

□ 実習場所の借上料の領収書（使用年月日、1日の料金及び支払
総額が明記されたもの）

□ 指導員謝金の領収書（実習の実施年月日、担当時間数、1時間
あたりの謝金額、所得税の控除額、指導員の住所、氏名及び支
払総額が明記されたもの）

□ 指導員旅費の領収書（建技別様式第４号を使用してください）

□ 建設機械の借上料の領収書（借上げた機械の名称、使用年月日、
1日あたりの料金及び支払総額が明記されたもの）

□ 教材費、消耗品代等の領収書（教材､消耗品等の品目､購入数量、
単価、支払総額等が明記されたもの。なお、教材又は消耗品等
を一括して購入し、その一部を実習に使用した場合は、一括購
入した数量、使用済みの数量、当該実習における使用数量及び
残数量を当該領収書の写に付記してください。）

【事業主自らが（登録教習機関等への委託を行わず）技能実習を実施した場合】



｢人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース）｣制度の一部を改正します。

厚生労働省・都道府県労働局

建設関係の事業主、事業主団体の皆さまへ

▶10月１日以降に開始する技能実習のうち、登録教習機関、登録基幹技能者講習実施機関、
職業訓練法人又は指定教育訓練実施者（以下「登録教習機関等」という。）に委託して実
施する場合は、計画届の届出が不要となります。

技能実習の実施方法 現行の計画届に係る手続き
平成30年10月１日以降に開始する技

能実習に係る計画届に係る手続き

自ら実施
又は

登録教習機関等以外
に委託して実施

技能実習を開始する日の原則３カ月
前から１週間前までに計画届を提出

同左

登録教習機関等に委
託して実施

技能実習を開始する日の原則３カ月
前から１週間前までに計画届を提出

不要

＜人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース）における計画届に係る手続き＞

人材開発支援助成金（建設労働者技能実習コース）とは

○中小建設事業主等が雇用する建設労働者に有給で技能実習を受講させた場合、経費・賃金
の一部を助成するものです。

○平成３０年9月３０日以前に開始する技能実習に関する本コースの支給要件・手続き等の
詳細は、パンフレット「建設事業主等に対する助成金（旧建設労働者確保育成助成金）のご
案内」をご覧ください。

建設事業主等に対する助成金（旧建設労働者確保育成助成金）のご案内
▶ 建設事業主向け http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/763.pdf

▶ 建設事業主団体向けhttp://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11600000-Shokugyouanteikyoku/580_2.pdf

○１つの技能実習について登録教習機関等に委託する部分と事業主・団体自ら実施す
る部分の両方ある場合は、登録教習機関等が実施する部分と事業主・団体自ら実施す
る部分の両方の内容について記載した計画届を提出する必要があります。

○１つの技能実習について、実習の途中で事業主・団体自ら実施する部分が生じた場
合は、該当部分の実施前に計画届を提出する必要があります。

技能実習の一部を事業主・団体自ら実施する場合

詳しくは、都道府県労働局またはハローワークにお問い合わせください。


